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　1990年から世紀末にかけて，わが国は「廃棄物処理法」の改正と個別「リサイクル法」の制
定をくり返してきた。そこに，慌ただしく浮上してきたのが「循環型社会形成推進基本法」（以
下，「循環基本法」という）の制定であった。では，なぜ，20世紀最後の年に「循環基本法」の
制定が持ち上がったのか。
　前述のように，2000年には「食品リサイクル法」や「建設リサイクル法」などを制定してい
る。95年の「容器包装リサイクル法」，98年の「家電リサイクル法」についで，個別「リサイク
ル法」を集中的に制定した勘定である。くわえて，2002年には「自動車リサイクル法」を制定
している。「大量廃棄型社会」（Mass　Waste－Producing　Society）が供給する大量かつ多様な容
器包装や家庭用電気機器，食品廃棄物，建設廃材などを分別収集し，再商品化するなど再生資
源として利用することを狙った法律である。基本的にはごみ大量化・多様化の社会経済構造で
ある「大量廃棄型社会」が生産・販売・供給する大量かつ多様な再生資源（Recyclable
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Resources）が可能な廃棄物を再訴油化や再商品化など通じて，廃棄物としての処理・処分量
を減らそうとする「リサイクル減量化」を目的に掲げた法律である。
　ところで，わが国は2000年に個別「リサイクル法」を追加的に制定し，「リサイクル行政」や
「リサイクル減量化」を強化する一方，「循環基本法」を制定し，「循環型社会」形成の政策対
応を鮮明に選択している。「リサイクル行政」や「リサイクル減量化」を選択した個別「リサイ
クル法」と，「循環型社会」形成を選択した（との評価がある）「循環基本法」はどのような関
係にあるのか。「大量：廃棄型社会」を前提に「大量廃棄型社会」が生産・販売・供給する大量か
つ多様なごみを受け入れ，そのじつこれまで「循環型社会」形成を頑なに拒絶し，資源ごみ分
別収集や資源回収など排出・収集段階以降での減量化や「施設処理」などの対症療法に終始し
てきたわが国は，「容器包装リサイクル法」や「家電リサイクル法」に引き続き「食品リサイク
ル法」や「建設リサイクル法」などの個別「リサイクル法」を相次ぎ制定し，返す刀で「循環
基本法」を制定している。省庁のこの政策選択は矛盾しているのか，矛盾していないのか。答
えは二者択一であるが，筆者の所見については後述するとして，判断の分かれ道は「循環基本
法」が法律名が示すように，「大量廃棄型社会」と決別し，「循環型社会」形成を思想として選
択し，政策選択しているかである。それはほかならぬ「循環基本法」が「拡大生産者責任」
（Extended　Producer　Responsibility：略称EPR）の視点を基本に見据えた法律になっているか
どうかである。
　では，「循環基本法」は「大量廃棄型社会」との決別を明確に打ち出しているであろうか。
「拡大生産者責任」の思想や視点を貫徹しているであろうか。「大量廃棄型社会」との決別や
「拡大生産者責任」の思想や視点を明確に読み取ることは難しい，といわざるを得ない。た
だ，はっきりしているのは，個別「リサイクル法」の追加と「循環基本法」が2000年に前後し
て制定されていることである。「リサイクル減量化」推進の法律と「循環型社会」形成を掲げた
法律が同時に制定されたが，それが抱き合わせ方式での制定を意味するのかどうかは，それぞ
れの法律の主旨や目的等を具体的に検討し，確認する必要がある。環境庁が通産省や建設省な
ど廃棄物の生産・輸入・流通・販売等供給にかかわる省庁との調整・同意を得て，20世紀最後
の年に十分な国会審議を経ずに「循環基本法」を制定した意図などについて，改めて検討する
必要がある。それにさきだって，追加的な個別「リサイクル法」と「循環基本法」の制定目的
などの違いを条文に照らして比較してみる。
　1）　「建設工事に係る資材の再資源内払に関する法律」（以下，「建設リサイクル法」とい
う）から。制定の目的について，「建設リサイクル法」第1条は「特定の建設資材について，そ
の分別解体等及び再資源化等を促進するための措置を講ずるとともに，解体工事事業者につい
て登録制度を実施すること等により，再生資源の十分な利用及び廃棄物の減量等を通じて，資
源の有効な利用の確保及び廃棄物の適正な処理を図り，もって生活環境の保全及び国民経済の
健全な発展に寄与することを目的とする」旨を定め，再資源化については第2条第4項で，「建
設資材廃棄物について「再資源化」とは，次に掲げる行為であった，分別解体等に伴って生じ
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た建設資材廃棄物の運搬又は処分（再生することを含む。）に該当するもの」と規定している。
具体的には，再資源化は，①分別解体等に伴って生じた建設資材廃棄物について，資材又は原
材料として利用すること（建設資材廃棄物をそのまま用いることを除く）ができる状態にする
行為，②分別解体等に伴って生じた建設資材廃棄物であって燃焼の用に供することができるも
の，またはその可能性のあるものについて，熱を得ることに利用することができる状態にする
行為，いわゆる「再生利用」と「熱源回収」からなる。
　2）　「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律」（以下，「食品リサイクル法」とい
う）について。「食品リサイクル法」は第1条で制定の目的を「食品循環資源の再生利用並びに
食品廃棄物等の発生の抑制及び減量に関し基本的な事項を定めるとともに，食品関連事業者に
よる食品循環資源の再生利用を促進するための措置を講ずことにより，食品に係る資源の有効
な利用の確保及び食品に係る廃棄物の排出の抑制を図るとともに，食品の製造等事業の健全な
発展を促進し，もって生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的とす
る」と定め，第2条では「食品廃棄物のうち有用なもの」である食品循環廃棄物の再生利用を
通じて食品廃棄物を減らす「リサイクル減量化」の視点を定めており，「発生抑制」（Reduce）
の視点はきわめて弱い。抽象的ではあるが，このことは第1条が減量化の優先順位として「再
生利用」（「食品循環資源の再生利用」）を「発生抑制」（「食品廃棄物等の発生の抑制」）より上
位に位置づけていることでも明らかである。
　「建設リサイクル法」や「食品リサイクル法」は建設資材や食品（循環）廃棄物を「再生利
用」を通じてごみを減らす「リサイクル減量化」の視点を共有している。そのじつこの視点
は，91年の「リサイクル法」や95年の「容器包装リサイクル法」など個別rリサイクル法」に
共有する視点である。「容器包装リサイクル法」のねらいは，第1条が定めるように，「容器包
装廃棄物の分別収集及びこれにより得られた分別基準適合物の再商品化を促進するための措置
を講ずること等により，一般廃棄物の減量及び再生資源の十分な利用等を通じて，廃棄物の適
正な処理及び資源の有効な利用の確保を図り，もって生活環境の保全及び国民経済の健全な発
展に寄与すること」にある。つまり，「再商品化」（Goods　Reproduction）の促進を通じて一般
廃棄物干の減量化を図るのが目的である。「再商品化」について，第2条第8項で，①分別基準
適合物を製品（燃料として利用される製品にあっては，政令で定めるものに限る。）の原材料と
して利用すること，②燃料以外の用途で分別基準適合物を製品としてそのまま使用すること，
③製品の原材料として利用する者に有償又は無償で譲渡し得る状態にすること，などその実態
は「再使用」（Reuse）「再生利用」（Recycle）「熱源回収」（Thermal　Recycle）によってごみを
減らすことである旨を定めている。個別「リサイクル法」の目的は「容器包装リサイクル法」
の第1条が示すように，容器包装廃棄物や建設資材廃棄物などを分別収集し，「再使用」や「再
生利用」を通じて結果的にごみ減量に結びつけることであり，それ以上の視点を示していない
し，措置も講じていない、追加的な個別「リサイクル法」にも「発生抑制」の視点は盛り込ま
れておらず，もちろん，「大量廃棄型社会」と決別する問題意識も欠落している。基本は「大量
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廃棄型社会」を前提に，あるいは「大量廃棄型社会」を維持するため「大量廃棄型社会」が生
産・輸入・販売等供給された大量かつ多様なごみを「再使用」「再生利用」「熱源回収」を通じ
て減らすことであった。
　以上の個別rリサイクル法」に対して，「循環基本法」制定の主旨は何か，何を「循環基本
法」に期待しているのか。「循環基本法」は第1条において制定の目的を「環境基本法（平成5
年法律第91号）の基本理念にのっとり，循環型社会の形成について，基本原則を定め，並びに
国，地方公共団体，事業者及び国民の責務を明らかにするとともに，循環型社会形成推進基本
計画の策定その他循環型社会の形成に関する施策の基本となる事項を定めることにより，循環
型社会の形成に関する施策を総合的かつ計画的に推進し，もって現在及び将来の国民の健康で
文化的な生活の確保に寄与する」旨を定めている。「健康で文化的な生活の確保」のためには，
国家意思として「循環型社会」形成を政策として選択する必要がある旨の問題意識や視点を披
露している。もちろん，廃棄物法として「循環型社会」形成に踏み込んだ最初が「循環基本
法」であるが，その思想や視点は93年制定の「環境基本法」においてすでに示されている。
　周知のように，「環境基本法」は92年にリオ・デ・ジャネイロで開催された「環境と開発に関
する国際会議」（United　Nations　Conference　on　Environment　and　Development：略称
UNCED），いわゆる「地球サミット」での討議結果を受けて，「公害基本法」を全面的に改正
し，新たに制定されたものである。「環境基本法」は「循環型社会」形成について，第4条で
「環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築」として規定し，第8条において「循
環型社会」形成のための事業者の責務を定めている。第8条第2項において，事業者に対して
「環境の保全上の支障を防止するため，物の製造，加工又は販売その他の事業活動に係る製品
その他の物が廃棄物となった場合にその適正な処理が図られることとなるように必要な措置を
講ずる責務」を課し，同条第3項では「環境の保全上の支障を防止するため，物の製造，加工
又は販売その他の事業活動を行うに当たって，その事業活動に係る製品その他の物が使用され
又は廃棄されることによる環境への負荷の低減に資するように努めるとともに，その事業活動
において，再生資源その他の環境への負荷の低減に資する原材料，役務等を利用するように努
めなければならない」と定めている。「環境基本法」第4条が定める「環境への負荷の少ない持
続的発展が可能な社会」を実現するための法制度の1つとして制定されたのが「循環基本法」
である。
　ところで，「循環基本法」は第2条第1項で，「循環型社会」を以下のように規定している。
「この法律において「循環型社会」とは，製品等が廃棄物等となることが抑制され，並びに製
品等が循環資源となった場合においてはこれについて適正に循環的な利用が行われることが促
進され，及び循環的な利用が行われない循環資源については適正な処分が確保され，もって天
然資源の消費を抑制し，環境への付加ができる限り低減される社会」である。その「循環型社
会」（Recycling－Oriented　Society）は，以下の優先順位を経て形成・実現されるものと定めて
いる。
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　1）最上位に位置づけられる政策的優先順位は，第2条第1項が示すように，「製品等が廃棄
物等となることが抑制され」る，いわゆるごみ「発生抑制」である。「循環型社会」にとって基
本的で，決定的な特徴は，ごみ発生が制度的・政策的に抑制される社会という点にある。この
ことは「大量：廃棄型社会」との決別・転換が「循環型社会」形成の大前提であり，最優先の政
策課題であることを示している。
　2）「発生抑制」につぐ第2位の優先順位は，技術的な理由や経済的な理由から「発生抑制」
ができず，結果として「循環資源」（Recyclable　Resources，第2条第3項では「廃棄物等のう
ち有用なもの」と規定している）として発生した製品等を適正に循環的に利用することであ
る。第2条第2項「製品等が循環資源となった場合においてはこれについて適正に循環的な利
用が行われる」こと，具体的には同条第4項が示す「循環的な利用」としての「再使用，再生
利用及び熱回収」を意味している。したがって，「循環的な利用」は以下の3つからなる。
　1つは，同条第5項が示す「再使用」である。つまり，①「循環資源を製品としてそのまま
使用すること（修理を行ってこれを使用することを含む）」および，②「循環資源の全部又は一
部を部品その他製品の一部として使用すること」である。
　2つは，同条第6項が示す「再生利用」である。「循環資源の全部又は一部を原材料として利
用すること」である。
　3つは，同条第7項が示す「熱回収」である。「循環資源の全部又は一部であって，燃料の用
に供することができるもの又はその可能性のあるものを熱を得ることに利用すること」であ
る。
　3）「発生抑制」できず，さらに「再使用jr再生利用」「熱源回収」もできない場合，最後に
残っているのが，一般廃棄物や産業廃棄物としてこれを処理・処分することである。同条第1
項の後段で示すように，「発生抑制」できず，「循環的な利用」としての「再使用」や「再生利
用」もできず，かつ「熱回収jもできない場合（「循環的な利用が行われない循環資源について
は），「適正な処分が確保され」る（ドイツなど環境先進国では廃棄物として処理・処分する前
に循環資源を近未来における「潜在的資源」として利用する可能性を期待し，これを「保管」
するとしている。「潜在的資源」として「保管」する途が非現実的である場合の，最後的な措置
が廃棄物としての適正な処理・処分である）。
　以上で明らかなように，個別「リサイクル法」と「循環基本法」の理念や視点，政策的方向
性は明らかに矛盾している。にもかかわらず，わが国はなぜ矛盾する，あるいは整合関係が希
薄な制度や政策を併置することを考えたのか。省庁が世紀末に「循環基本法」を制定した意図
や思惑としては，以下が代表的である。
　1つは，「循環型社会」形成を打ち出さざるを得ないほどごみ処理やごみ不法投棄に原因す
る問題が深刻化している，とする認識である。このため，ごみ問題解決のためにはごみ大量
化・多様化の基礎構造である「大量廃棄型社会」を転換することが必要である，とする危機意
識である。大都市圏のごみ問題はとくに深刻で，一般廃棄物や産廃を大都市郊外や地方・遠隔
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地に搬送あるいは転嫁するなど対症療法に終始してきたが，「ごみ紛争」の全国化によって搬
送先や転嫁先を失うなど重大な局面を迎えている。このため，ごみ問題解決にはごみの大量化
　（「量の要因」）や多様化（「質の要因」）などの問題要因の醸成にストップをかける必要があっ
た。「再利用」や「再生利用」「熱源回収」を含む発生後・排出後対応では要因の醸成にストッ
プがかからない，「大量廃棄型社会」と決別し転換し，社会経済システムを「循環型」に転換す
る必要がある，とする認識や危機感が「循環基本法」の制定を促してきた。
　他の1つは，90年代にわが国が推進してきた「リサイクル行政」「リサイクル減量化」が排
出・収集段階以降における効果的な減量化策であることを再確認し，正当化する一方，「リサ
イクル法」や個別「リサイクル法」が地球規模の環境思想や環境政策を先導するドイツなど環
境先進国の政策対応と整合すること，地球規模の「循環型社会」形成の思想や視点，政策的方
向性を共有する旨を強調する必要があった。環境先進国などとの政策的整合性を証明する意味
でも「循環基本法」の制定が必要であった。
　90年代のわが国が「大量廃棄型社会」との決別・転換の必要や，「循環型社会」形成の必要に
迫られていたことは紛れもない事実である。にもかかわらず，わが国は「大量廃棄型社会」と
決別・転換し，社会経済システムを「循環型」に転換する「循環型社会」形成の途を選択しな
かった。むしろ逆に「大量廃棄型社会」の存続に加担し，「循環型社会」形成の政策選択を先送
りしてきた。1991年には「リサイクル法」を制定し，1995年には「容器包装リサイクル法」，
1998年には「家電リサイクル法」を制定するなど「リサイクル減量化」の途を選択し，2000年
には「食品リサイクル法」「建設リサイクル法」「資源有効利用促進法」などを追加的に制定
し，2002年には「自動車リサイクル法」を制定している。個別「リサイクル法」を追加的に制
定し「．リサイクル行政」や「リサイクル減量化」を強化する一方，「循環型社会」形成を名乗っ
た「循環基本法」を制定している。ちなみに，ごみ問題解決には「大量廃棄型社会」の転換が
避けられない，「リサイクル社会」形成が避けられない，とする認識をわが国が示したのは，周
知のように，厚生省や環境庁，東京都清掃審議会などが90年に相次いで発表した答申や報告
書，いわゆる「90年答申」である。以来，10年の空白を経て「リサイクル社会」形成が「循環
型社会」形成に名を変えて浮上することになる。
7．「大量廃棄型社会」の転換と「循環型社会」形成一「90年答申」を検討する
　ごみ問題解決には「リサイクル社会」形成や「循環型社会」構築が避けて通れないとする
「90年答申」が示した問題提起は，それでは「循環基本法」にどのように生かされ，実体化し
ているのか。「90年答申」が提起し選択した「循環型社会」形成（「リサイクル社会」形成）と
どう関係し，どう整合するのか。「循環基本法」は「大量廃棄型社会」との決別・転換を明確に
提起しているのか。「循環型社会」形成を提起したとして，それは「大量廃棄型社会」との決
別・転換とワンセット，表裏の関係にあるのか。あるいは「大量廃棄型社会」を据え置き，そ
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のうえで「循環型社会」を形成しようとしているのか，形成できると考えているのか。「循環基
本法」の検討にさきだって，まず「リサイクル社会」形成を打ち出した「90年答申」につい
て，とくに答申等の問題意識や現状認識，政策処方箋を中心に内容に立ち入って検討する必要
がある。以下は「90年答申」の主要なポイントである（注14）。
　（1）通商産業行政の展開や政策などの策定を通じて企業の事業活動や産業界を指導する立場
にある通産省は，深刻化の一途をたどるごみ問題，とくに産廃問題を目前にして，以下の答申
を発表している。産業界が開発，生産，輸入，販売する多様な製品や容器包装物などは，生活
資料などの使用価値として使用あるいは便益を提供したあと，不用物などとして一般廃棄物や
産廃として排出される。ごみ問題は一般廃棄物や産廃の処理や不法投棄に原因して表面化・激
化してきた。そこで，経済界や産業界，経済官庁である通商産業省は，ごみ問題は経済活動の
帰結の1つであるとの認識を基：本に，使用後などにごみになる製品や容器包装物の生産，輸
入，販売などの経済活動のあり方について，経済活動の継続性を確保する視点から検討してい
る。その成果が以下の答申である。
　□通産省産業構造審議会廃棄物処理・再資源化部会答申「今後の廃棄物処理・再資源化対策
　　のあり方」（1990年12月6日）
　1）問題意識と現状認識について
　・近年，廃棄物の排出量：が増大し，既存の焼却施設・最終処分場の処理・処分能力は限界に
達している。また，排出された：廃棄物の処理・処分を行うための費用は，今後も増大すること
が予碧される。このまま放置すれば，環境悪化を招くとともに，廃棄物に対応するための国民
全体の費用負担が増大し，国民生活や事業活動にとって大きな陸路となる（傍線は筆者，以
下，同じ）。
　・地球環境問題が深刻化している現在，有限希少な資源を有効に利用しない限り，快適な生
活水準と経済活動を長期的に維持することが困難になりつつある。省資源と資源の再利用を織
り込んだ経済社会への転換が必要になってきている。
　・有限資源を大切に利用し，かけがえのない地球を廃棄物による環境悪化から守るために
は，廃棄物とならないように減量化し，再資源化に努めていくことが本質的な問題解決の途で
ある。かかる観点から，国民全体が減量化とともに再資源化に取り組む社会（リサイクル社
会）を構築し，資源の有効利用を促進することによって対応することが求められている。
　・一般廃棄物については地方自治体の処理能力の一層の向上，産業廃棄物についぞは処分地
の確保，広域処理の促進等国・地方自治体によるさらなる努力が強く期待されるとしても，生
産者，流通業者，消費者による地方自治体への補完・協力体制を構築し，これらの者がそれぞ
れ応分の社会的責任を分担していくことが必要である。この場合，地方自治体の努力やそれに
対する産業界・事業者の協力だけではなく，消費者の幅広い協力に支えられた国民全体の運動
によって問題解決を図っていくことが必要である。リサイクル社会の構築を目指して国民全体
がこの問題に取り組むよう，国は積極的支援を行うべきである。
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　2）廃棄物対策について
　・（一般廃棄物対策）減量化，再資源化，処理の容易化の促進を図るため，生産・流通業者
が率先して消費者とともに地方自治体の処理・処分を補完し協力することを促すこととし，以
下の基本的対策を講ずる必要がある。その際，生産・流通業者が自ら目標を設定することが効
果的な場合にあっては，積極的に目標値塗導入し，取り組むものとする。
　・①減量化・再資源化を実現する社会システムの構築（国民運動の展開）。産業界，消費者，
行政の三者の連携の下に，減量化，再資源化，処理の容易化を促進・奨励する社会システムを
構築し，国民意識の啓発を図る。その際，流通業者は消費者にとって身近な事業者として，リ
サイクル活動への参加，包装における消費者選択の拡大，高高二化製品の供給拡大等多くの役
割が期待される。②地方自治体による処理の困難性が高い廃棄物に対する生産・流通業者の回
収・処理への協力。③エネルギー回収利用の促進。④生産段階での廃棄物減量化，再資源化，
処理の容易化のための事前対策。⑤国・民間による技術開発の推進。
　　・（産業廃棄物対策）①減量化・再資源化対策の推進。②最終処分場の計画的確保。③適正
処理の推進。
　（2）　「廃棄物処理法」の主管官庁で，廃棄物行政を所管する厚生省は「廃棄物処理法」の改
正や関連施策を講ずる場合，そのつど生活環境審議会に政策課題などを諮問し，答申を得てい
る。「90年答申」は・ごみ問題深刻化を視野に「廃棄物処理法」の大幅改正が不可欠であるとする
厚生省の基本認識を示している。90年代のわが国のごみ行政は，基本的にはこの答申を踏まえ
て展開されてきた。
　□厚生省生活環境審議会答申「今後の廃棄物対策の在り方について」（90年12月10日）
　1）問題意識と現状認識について
　・我が国は世界でも類を見ない速度で経済規模を拡大してきた。その途上で，物質的には極
めて豊かな社会を実現した反面，大章消費，使い捨ての生活をあたり前のこととし，「もの」を
大切にしない風潮が生じてきた。このような社会的背景の変化の中で，産業，生活両面から排
出される廃棄物は，量の増大，質の多様化のため，適正な処理がますます困難となっている。
　・従来の廃棄物対策は，事業所や家庭から排出された廃棄物を焼却など中間処理して最終処
分するという観点からの適正処理確保の施策を中心に推進されてきた。しかし，廃棄物処理施
設の確保は次第に困難となっており，不法投棄等の不適正な処理が深刻な社会問題となってい
る。また，県域を越えた広域的な廃棄物の移動が生じ，地方公共団体による受入れ制限という
事態も発生している。一方，地球環境保全の観点から，資源の有効利用が叫ばれているが，廃
棄物の重量や容量の減量化や資源化，再生利用は，残念ながら十分な効果をあげているとは言
いがたい。廃棄物をめぐる状況は，今後一層深刻化するものと予想されるが，廃棄物を「捨て
るもの」，「燃やすもの」ととらえる考え方だけでは，我が国が直面する廃棄物問題の解決は困
難である。この問題を放置すれば，いずれ企業活動が立ち行かなくなるだけでなく，国民生活
そのものにも重大な支障を生じかねない。
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　・これまで，廃棄物は，家庭では「不用なもの，捨てるもの」，企業では「できる限り少ない
費用で処理するもの」，また行政においても「燃やすもの，埋めるもの」という認識の下で取り
扱われており，廃棄物が資源であるとの認識は希薄であった。また，現在の生産や流通，販売
のシステムも，製品等が廃棄物となった場合のことを念頭に置くものとはなっていない。この
ような廃棄物に対する認識を改めることなく’ ｵてこの問題に対処することは困難となってい
亙。
　・我が国においては，高度成長の過程で人口や産業が過度に大都市圏に集中したことも，廃
棄物の大量発生や中間処理施設，最終処分場の不足など，大都市圏における廃棄物問題を深刻
にしている原因となっている。
　・これまでの廃棄物対策は，主として廃棄物発生後の事後処理に重点を置いてきたことも
あって，減量化や資源化，再生利用は不徹底であった。また，廃棄物のリサイクル・システム
も，市況が不安定なこと，再生品の販路が十分でないことなどから，維持が困難となっている
例も少なくないなど，むしろリサイクルの停滞状況がみられる。
　2）今後の施策の方向について
　・①廃棄物についての意識改革。廃棄物の排出量の増大や質の多様化の背景には，「使い捨
て文化」のはん濫と廃棄物を考慮しない社会経済システムがある。（中略）廃棄物対策について
は，行政だけでなく，企業や地域及び住民が参加した幅広い対策が必要であり，それぞれの役
割に応じて廃棄物の減量化や資源化，再生利用のための取組を国民運動として展開していく必
要がある。
　ざ②廃棄物の減量化，資源化及び再生利用の推進。地球的視野からの環境保全や省資源・省
エネルギーの要請に応えつつ廃棄物の適正処理を確保していくためには，“具体的な目標を設定
して，廃棄物の発生抑制や資源化，再生利用の促進，中間処理の徹底などを図ることが必要で
あ・り，生産，流通，消費に至る経済活動のそれぞれの段階において廃棄物を減量化していくよ
うな社会経済システムの構築を図っていく必要がある。
　・③廃棄物の適正な処理の確保。依然として不法投棄等の不適正な処理が多くみられ，その
ことが廃棄物処理全体に対する国民の不信感をもたらしている。そこで，事業系の一般廃棄物
を含め，産業廃棄物の排出事業者責任を強化して，廃棄物の適正な処理体制を確保するための
方策を強力に講じていく必要がある。
　・④廃棄物処理施設の計画的整備。廃棄物の分別収集や強力な資源化，再生利用対策を講じ
ても，なお，将来的に中間処理施設や最終処分場の絶対量の不足が見込まれる。このような観
点から，ごみ処理施設，再生利用施設，最終処分場等の計画的整備を進めていくことが必要で
ある。
　・⑤広域的対応と公共関与の推進。廃棄物の最終処分場の新設はますます困難となってお
り，残余容量が全国的に逼迫しており，それが今後の廃棄物の適正処理にあたって最：大のネッ
クになることが予想される。廃棄物をできるだけ排出源の近くで処理するよう努力すべきこと
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は当然であるが，大都市圏など，このような考え方だけでは適正処理の確保が困難となってい
る地域があり，一般廃棄物も含めた，広域的な対応が必要と考えられる。
　・⑥廃棄物処理のコスト負担。社会全体として廃棄物の適正処理のためのコストを負担する
という意識が十分働いているとは言い難い状況にあるが，まず事業活動に伴って発生する廃棄
物の適正処理に要するコストは，排出事業者自身が負担しなければならないことを認識する必
要がある。次に，製品等の製造，加工，販売等を行う事業者は，当該製品やその容器などが消
費されて廃棄物となった後の適正処理や処理コストまで配慮した事業活動を行うよう意識を転
換することが求められる。
　（3）環境庁は深刻化するごみ問題を背景に80年忌末に研究者を招集し，「環境保全のための
循環型社会システム検討会」を設置している。環境行政の観点からごみ問題の現状分析や政策
処方箋について検討し，大部の答申を発表している。環境庁の認識は検討会の名称が示すよう
に厳しく，深刻である。環境保全やごみ問題解決のためには「循環型社会」の構築（「リサイク
ル社会」形成）は避けて通れないとする認識を他の省庁以上に明確に示している。「リサイクル
社会」形成が必要であるとする認識では，この時期に発表された省庁の答申等は一致している
が，現状認識の厳しさの程度や「リサイクル社会」形成の中身などは，省庁間に落差や濃淡に
隔たりが大きい。
　□環境庁「環境保全のための循環型社会システム検討会一環境保全のための循環型社会の実
　　現に向けて」報告書（1990年11月）
　・近年の地球環境問題の顕在化は，先進国を中心とする経済活動の拡大と，開発途上国にお
ける貧困・人口急増に起因する自然資源の劣化，国際的な相互依存関係の拡大を背景とするも
のである。そして，この問題が人類の生存基盤に深刻な影響を与えるとの認識が広まるにつ
れ，特に先進国で，地域において私たちの生活の中から経済社会の在り方について見直してい
こうとの動きが出てきつつある。「地球環境保全に関する関係閣僚会議」の申し合わせにおい
て，「地球環境への負荷がより少ない方法で経済社会活動が営まれるよう努力する」とされ，さ
らに先般決定された「地球温暖化防止行動計画」では，対策推進の基本的事項として「環境保
全型社会の形成」が第一に謳われ，国民のライフスタイルを環境に配慮したものへと改めてい
く必要性を訴えた所以である。
　・20世紀における人間の経済活動と資源浪費の増大は，地球の歴史上に例を見ないものであ
る。（中略）経済活動の拡大が，環境への配慮を組み入れる革新的な技術及び社会的システムが
導入されることなく続けば，地球の環境資源の限界を超え，経済社会そのものが行きづまるで
あろう。
　・今後，毎年約1億人近くも人口が増え，その9割が途上国での人口であるとすると，それ
に伴い資源利用への圧力が高まる中，将来も先進国が「豊かな」資源の利用を享受し，南北の
格差が拡大していくとすれば，世界経済の安定にとって深刻な問題になろう。（中略）今日の環
境問題では，地球の自然生態系がもつ生命維持力を超えるような事態が実際に起こりうると予
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測され，これが将来の経済発展の基盤をも揺るがしうることが問題になっている。（中略）環境
と経済をめぐる理念の発展と国際的国内的取り組みの発展は，今日の世界においては，経済活
動にとって環境資源の制約が誰の目にも明らかになってきたこと，これを考慮しないでは経済
自体が成り立たなくなることを示している。
　・このような認識が広まるにつれ，現代社会と環境の矛盾を示す身近な所の問題として，
我々の生活の中から生み出されるごみへの関心が従前にも増して高まっている。いったい，私
達は経済効率と利便性の追求ぽかりに目を奪われ，自然からの資源採取に奔走する一方向年々
増大するごみを処理するために海や山を果てしなく埋め立て，環境を台なしにしてしまってい
るのではないだろうか。
　2）　「循環型社会」の選択について
　・我が国は，地球の自然資源を大量に利用することによって巨大な経済活動を営んでおり，
またその結果としての大きな負荷ももたらしでおり，地球の環境の保全について重大な責務を
有することを自覚する必要がある。幸いにして我が国は，これまでの蓄積から技術的にも資金
的にも環境保全対策を進める能力があり，環境保全のための率先した努力は国内的な効果のみ
ならず，国際的にも人類の重要課題である地球環境問題の解決に向けた今後の我が国の姿勢を
明らかにし，信頼を培うという意味においても極めて重要である。
　・ひとたび採取した資源は再使用・再生利用によりできる限り有効利用し，最終的に自然に
戻す排出物をできる限り少なくする「環境保全のための循環型社会」を構想することが課題と
なる。
　・「持続可能な開発」を達成するには，地球の大気，水，土壌，野生動物といった資源，そ
してそれらが織り成す生態系（エコロジー）の大循環に適合するような経済活動の在り方を考
え，具体化して行かなければならない。
　3）　「循環型社会」の基本理念について
　・人間の経済活動においては，自然生態系の中から資源とエネルギーを採取し，これを投入
剤として生産を行い，製品を流通，消費を経て不要となったものを再び環境に戻す（廃棄す
る）活動が不断に営まれている。こうした活動は，科学と技術が発達し，自然資源の加工と利
用が高度になり，自然界にはないものをも生産利用するにつれ，一層自然生態系の循環とはか
け離れたものとなっていく。これを，自然生態系と適合させるためには，廃棄より再使用（同
じものをもう一度使うこと）・再生利用（原料としてもう一度使うこと）を第一に考え，新た
な資源の投入をできるだけ押さえることや，自然生態系に戻す排出物の量を最小限とし，その
質を環境を掩乱しないものとすることが必要である。こうした経済社会の在り方は「循環型社
会」と呼ぶことができよう。循環型社会は環境保全上の要請である。
　・循環型社会は，単に技術的に資源の循環利用が図られれば良いという理念ではない。今日
の巨大な経済社会の中では，人間活動が自然の精密なバランスの中で営まれていることが見失
われがちである。身の回りのものがどこから来てどとへ行くのかが見えない社会では，環境に
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対する我々の責任が自覚されず，循環型の経済活動へと転換していくインセンティブが働かな
い。環境と経済をめぐってライフスタイルの在り方を見直そうとの国民的意識の高まりを具体
的な実践に結び付け，社会のシステムを循環論へと作り直していくには，生産・流通・消費・
廃棄・再生の主体の責任の明確化，分担協力の方向づけ，そのための情報の普及に向けた努力
といった基盤作りが不可欠である。
　・循環型社会とは発展しない社会ではない。近代においては，物質的に豊かになり消費水準
を上げることが，社会の発展の方向であるかのように考えられてきた。しかしながら，循環型
社会においては，こうした考えは根本的に改める必要がある。地球や地域の環境を破壊しても
たらされる繁栄，次世代へと負担を転嫁して進められる発展は，持続可能ではない。発展途上
国においては，環境基盤を劣化させずに生活の基本的なニーズを充足する道をめざすべきであ
り，先進国においてはさらなる物質的水準の向上をめざして資源エネルギーの投入を増やすの
ではなく，いかに自然・環境と人間が共生し，文化的精神的に豊かな生活を送るかという方向
に社会の価値の軸を変えて行かなければならないであろう。
　・循環型社会の基本理念は，資源の投入量をできるだけ押さえること，廃棄より再使用・再
生利用を第一に考え，自然生態系に戻す排出物の量を最小限とし，その質を麗乱しないものと
することである。再使用・再生利用をまとめて「循環利用」と呼ぶならば，循環利用できるも
のはできるだけ循環利用すること，有害な物質はできるだけ環境中に出さないように循環利用
することが望まれているのである。
　（4）ごみ問題の深刻化は産業界や経済界にとっても放置できない重大な事態であった。経済
界などがごみ問題の現状をどのように認識していたか，ごみ問題にどう向き合おうとしていた
か，ごみ行政に何を期待し，政策選択を志向していたか，以下の答申から伺うことができる。
　□財団法人・経済団体連合会報告「廃棄物対策の課題一環境重視型の生活・産業基盤の整備
　　をめざして」（1990年11月27日）
　1）問題意識と現状認識について
　・廃棄物は人間の生活そのものと，それを支える産業活動から不可避的に発生するものであ
るが，快適な環境や自然との触れ合いを求める社会ニーズの変化とともに，廃棄物問題の基本
的解決には新たな発想に基づく対策が求められる。
　・わが国のように高度に発達した産業社会においては，今後，社会・経済自体が地球環境に
大きな負荷を与えない仕組みの構築に一歩踏み出す必要がある。しかし，このことは，経済社
会の活動水準を低下させなければならない，達成できないということを意味するものでばな
い。
　・地球時代に生きる現代社会の廃棄物問題の解決は，たとえばAO化に伴う紙ごみ，建設廃
材，粗大ごみ，使い捨て製品等々の増大を単なる現象として着目して施策を講ずるだけでは不
十分である。企業も消費者も行政も社会経済活動を営むそれぞれの行動自体の中に，社会・経
済行動そのものを変革していく不断の努力を行わねばならない。産業構造，政府スタイル等を
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望ましい方向に誘導していく制度的枠組みが準備され，それを推進する政策が確立されるべき
である。
　・今日の廃棄物問題をこのまま放置すれば，産業活動はもちろん，豊かな国民生活を支える
基盤を脅かされかねない。こうした廃棄物問題の社会的経済的重要性に鑑み，我々産業界とし
て，まず取り組むべき課題を自ら問うとともに，生産・流通・消費・処理という社会・経済シ
ステムの望ましい在り方を念頭に置きつつ，廃棄物対策の課題について，以下の検討をとりま
とめました。
　2）廃棄物対策の視点について
　・廃棄物問題への社会的関心の高まりとともに，各方面で廃棄物の排出抑制への取り組みが
検討されているが，廃棄物としての排出量が依然増大し続けている点を考慮すると，廃棄物問
題の背景にある社会経済構造や生活様式全体の変革が必要であるという認識が基本的に重要で
ある。
　・「排出物を規制すれば充分」とした視点から廃棄物問題を取り上げ，対症療法的に対応す
る意識を払拭する必要がある。
　・地球環境問題との関連において，わが国政府は今般，一人当たりCO，の排出安定化目標を
決定したが，廃棄物の減量化，再資源化にはエネルギー消費が伴うことを考えると，廃棄物処
理の観点だけでなく，省エネルギー・省資源の観点も充分に配慮して減量化・再資源化に取り
組む必要がある。廃棄物の減量化，再資源化および処理・処分の今後のあり方については，次
の3つに整理できよう。（a）省資源化（貴重な資源を節約するため，製品の機能を維持しつつ
目付削減，薄肉化，高性能化，長寿命運等を維持しつつ，ごみの発生を抑制する。）（b）再資源
化（①再生利用，②エネルギーとしての回収・利用）（c）効率的な処理・処分（廃棄物の減量
化を図るため，焼却，脱水，粉砕等を行い，埋立て量を軽減する。）
　（5）省庁や経済界だけが「90年答申」を発表したわけではない。ごみ激増と「施設処理」の
閉塞化を突きつけられ，「ごみ非常事態」に突入することになった東京都や川崎市など大都市
のいくつかも，事態の打開を図るべく検討を開始し，検討結果を答申等として発表している。
以下は東京都の答申である。
　□東京都清掃審議会答申「清掃事業の今後のあり方について（答申）」（1990年11月）
　1）問題意識と現状認識について
　・ごみは人間が生存するところ必ず発生する。発生したごみは，日常生活，社会活動に支障
のないよう適正に処理しなければならない。だが皮肉にもごみの処理は，都市化の進んだ地域
においてこそ，良好な：環境の保持の必要性が強いにもかかわらず，本来あるべき処理に対する
困難度が高いために，都市環境を大きく揺るがす要因となっている。
　・現代社会は莫大なエネルギーと物質にあふれた資源多消費型になっている。我々が享受し
ている豊かさは，地球が誕生以来営々と生成し，貯えてきたモノをふんだんに利用し，惜しげ
もなく廃棄している事象なのである。資源の枯渇が言われ，この事象は直接目にみえず，肌身
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に感じない緩慢な変化だけに，その深刻さが受けとめられないのが現状である。特に，東京は
資源・エネルギーの大消費都市であり，膨大なごみや，都市廃熱等々を増大発生させている。
　・ごみ問題は，現在の東京が抱えている緊急かつ重要な課題である。早急に，都民，事業
者，行政の合意のもとに「ごみ減量化行動計画」を策定し，減量に向けて行動を開始すべきで
ある。
　2）　「リサイクル型都市」形成について
　・人間と環境が調和する都市をめざして，資源，エネルギーの消費を極力抑制するととも
に，都市における生産，消費活動を循環的なしくみに変え，環境への負荷を少なくするリサイ
クル型都市づくりを推進する必要がある。豊かさを取り込んだ形のリサイクル型都市づくりに
向けて，具体的な行動が求められており，我々はrThink　Globally，　Act　Locally」（考えは地球
規模で，行動は足元から）の実践者として出発する必要がある。
　・東京は，21世紀に向けて，予想を超えるスピードで技術革新や情報化，国際化が進展し，
社会・経済状況の面で激しい変化がみられる。東京のごみ対策は，こうした広い背景をうけ
て，都民の生活や経済活動と密接にかかわるものだけに，あらゆる視点から積極的にチャレン
ジし，リサイクル型都市の形成にむけて将来の方向を示すものでなくてはならない。
　以上は，90年代にわが国が結果的に選択し，強化することになった「リサイクル行政」や
「リサイクル減量化」の対応において主導的な役割を担った代表的な「90年答申」である。そ
れぞれの答申には，以下の共通点がみられる。
　1つは，「90年答申」にはごみ問題の現状に対する危機感が凝縮している。
　2つは，わが国が今後もこれまで同様の発生後・排出後対応や対症療法に終始した場合，資
源やエネルギーを濫費し，廃棄物を排出し続けるわが国に対して，国際的な批判や非難が一層
高まる。これを契機に，わが国は政治的・経済的に国際的な孤立を深める危険がある，とする
認識である。
　3つは，この事態を放置することが，結果的に市民生活や企業活動に大きな：影響を及ぼし，
ダメージに結びつき，到底見逃せない，とする認識である。「国民生活や事業活動にとって大き
な陸路」となるし（通産省答申），「企業活動が立ち行かなくなるだけでなく，国民生活そあも
のにも重大な支障を生じかねない」とする認識（厚生省答申），わが国は「地球の自然資源を大
量に利用することによって巨大な経済活動を営んでおり，またその結果としての大きな負荷を
もたらしており，地球の環境の保全について重大な責務を有することを自覚する必要」がある
とする認識（環境庁答申），「地球環境問題が深刻化している現在，有限希少な資源を有効に利
用しない限り，快適な生活水準と経済活動を長期的に維持することが困難になりつつある」と
する認識（通産省答申）を共有している。
　4つは，こうした認識の帰結として，「リサイクル社会」形成や「循環型社会」構築を提起・
選択していること，少なくとも言及していることである。厚生省答申は「事業所や家庭から排
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出された廃棄物を焼却など中間処理して最終処分する」従来の廃棄物対策に拘泥することは許
されない，「生産，流通，消費に至る経済活動のそれぞれの段階において廃棄物を減量化してい
くような社会経済システムの構築」が必要であることに言及している。通産省答申も構築が必
要な社会経済システムとして「リサイクル社会」形成を提起している。環境庁は「循環型社
会」構築を答申し，東京都は「リサイクル型都市」形成を提起している。
　問題は，「90年答申」がごみ問題解決のため，わが国が選択すべきであるとした「リサイクル
社会」や「循環型社会」はどのような社：会なのか，である。通産省答申では「リサイクル社
会」を「国民全体が減量化とともに再資源化に取り組む社会」として把握し，環境庁答申は選
択すべき「循環型社会」を「資源の投入をできるだけ押さえること，廃棄より再使用・再生利
用を第1に考え，自然生態系に戻す排出物の量を最小限とし，その質を掩乱しない」経済社
会，「不用物のうち，環境保全上循環利用，再生利用したほうが望ましいものは循環利用し，不
用物の排出や資源エネルギーの投入をできるだけ押さえる社会が循環型社会」であると捉えて
いる。
　ところが，各答申は「リサイクル社会」や「循環型社会」の形成・構築と「大量廃棄型社
会」の関係について言及していないし，問題意識さえもっていない。具体的には「リサイクル
社会」形成や「循環型社会」構築によって「大量廃棄型社会」と決別するのか，決別しないの
か，何1つ明らかにしていない。正確には言及しておらず，実態は両者の関係に言及すること
を意図的に避けている。「リサイクル社会」や「循環型社会」を選択することで「大量廃棄型社
会」に見切りをつけたといえな：くもないが，それが必ずしも明示的でないことは，省庁が今
後，廃棄物対策として講ずべきであるとした，施策の数々に端的に示されている。そのじつ省
庁が示した具体的な廃棄物対策は，ごみの大量化や多様化を前提にした技術的な対策にとど
まっている。その意味でも「大量廃棄型社会」との決別を前提に政策処方箋や施策を提出して
いるわけではない。
　「リサイクル社会」形成を選択した通産省は一般廃棄物対策として，①減量化・再資源化を
実現する社会システムの構築（国民運動の展開），②地方自治体による処理の困難性が高い廃
棄物に対する生産・流通業者の回収・処理への協力，③エネルギー回収利用の促進，④生産段
階での廃棄物減量化，再資源化，処理の容易化のための事前対策，⑤国と民間による技術開発
の推進の5点をあげ，産廃対策としては①減量化・再資源化対策の推進，②最終処分場の計画
的確保，③適正処理の推進の3点をあげている。社会システムに関連しては④「生産段階での
廃棄物減量化，再資源化，処理の容易化のための事前対策」をあげているにすぎない。生産段
階において「複合材料の分離容易化等再資源化を容易にするための素材使用，製品構造の工夫
を図る」，「減量化のため少ない素材資料で高機能を有する製品を開発する」，「円滑な処理を可
能にするため，分解容易な素材・製品を開発する」，「有害物の含有量を削減する」など対策を
講ずることで，製品の減量化や再資源化，処理の容易化を促進するとしている。
　「循環型社会」構築の必要性を提起した環境庁は「環境保全のための循環型社会システムの
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ための各主体の役割」を列挙している。1）生産者の役割としては，①循環利用（再使用・再生
利用）を容易にする商品生産へのシフト，②生産段階における再生原料利用の推進，③商品に
関する情報提供・修理サービスの向上，2）流通業者の役割としては，①循環利用（再使用・再
生利用）を容易にする商品の品揃えの拡大，②過剰包装等の流通サービスの見直しをあげてい
る。3）消費者の役割としては，①循環利用できるもの，長持ちするものの選択，②再生原料を
使用した商品の選択，③商品の長期間使用の推進，4）再生資源業者については役割として継続
的な経営・情報の提供，5）処理業者については役割として，①廃棄物よりの再生資源の回収の
促進，②処理責任の発生者負担の徹底をあげ，そのうえで，それぞれの主体が講ずべき施策を
具体的に掲げている。
　だが，施策の多くは循環利用（再使用・再生利用）を容易にする商品生産へのシフト（生産
者）や商品の品揃えの拡大（流通業者），循環利用できる商品の選択や購買（消費者），生産者
や流通業者が再生資源業者に対して，循環利用に適している製品情報を提供するなど製品等の
再使用や再生利用を促す条件整備が中心である。その意味でも環境庁が検討会を隠れ蓑に選択
したのは「資源循環型社会」であり，「発生抑制」を基軸に据えたポスト「大量廃棄型社会」と
しての「循環型社会」形成ではなかった。現に，答申は末尾で，「消費生活に密着した商品の循
環を中心に対策の検討を進めてきた」とし，「エネルギー循環の在り方を含めた循環型の社会
を目指した具体的な方策」については，今後検討する旨を明らかにしている。答申はさらに
「21世紀の社会は循環型社会でなければならないと思われる。そして1990年代の10年間は，大
量消費・大量廃棄の社会から循環型社会に移行するための10年間である」旨の認識を示し，答
申を「循環型社会」への第一歩と位置づけているが，：ねらいは「循環型社会」形成ではなく，
「資源循環型社会」形成にあることを明らかにしている。
8．「環境の世紀」の政策課題一「循環型社会」形成をめぐって
　「福祉の世紀」や「環境の世紀」として21世紀を展望する見方，願望が常識化している。「環
境の世紀」への期待，希望的な観測が21世紀を「環境の世紀」とする見方・捉え方を有力にし
てきたといえる。国内的には世紀末にかけて深刻化の一途をたどったごみ問題，地球規模的に
は同じく世紀末にかけて深刻化の様相を呈している地球温暖化や異常気象の常態化，生物多様
性の減少などの地球環境問題を背景に「環境の世紀」への期待・願望が急速に広がり，支持を
広げている，というのが実態である。「環箋の世紀」の到来が避けられないほど地球規模の環箋
問題が深刻化していること，地球規模でこれまで同様，経済原則優先の企業活動・経済活動な
どがまかり通った場合，地球環境に人類生存の場が存在しなくなる，とする危機感の高まりが
「経済の世紀」や「戦争の世紀」との決別を迫ることになった。
　周知のように，「経済の世紀」は18世紀後半の産業革命や市民革命を経て本格的に始動して
いる。以来，約250年間，経済原則がすべてに優先する経済第一主義の経済社会が続いてきた。
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経済優先の，経済原則優先の価値観や社会システムが歴史や社会，地球環境に君臨し，支配す
る時代が続き，現在にいたっている。「経済の世紀」は「科学技術の世紀」であり，未曾有の
「戦争の世紀」でもあった。経済原則を優先し，工業化・産業化・都市化などの政策を推進し
た結果，国内的にも地球規模的にも生産と経済の規模が短期間内に拡大し膨張してきた。欧米
の先進資本主義国を経済大国に押し上げる一方，欧米以外の国々を先進資本主義国の植民地な
どに再編し，資源やエネルギーを収奪し，多様かつ大量の商品を集中豪雨的に輸出してきた。
これこそが18世紀後半以降の「経済の世紀」「科学技術の世紀」の実態であり，「戦争の世紀」
の実態であった。この間に地球規模で多様かつ深刻な環境破壊が進行してきた。「経済の世紀」
こそは未曾有の「環境破壊の世紀」であった。
　ところで，わが国が「経済の世紀」に突入するのは1860年代後半以降，倒幕と維新政府の誕
生を契機にしている。中央政府が欧米の資本主義を経済システムとして輸入し，定着させて以
降である。だが，その後，資本主義的な工業化・産業化が本格化するに伴って幕末段階にすで
に顕在化していた鉱害・鉱毒などの産業公害が，鉱山地帯を中心に多発し深刻化している。
「環境破壊の世紀」の胎動である。以来，わが国は先進資本主義の仲間入りを果たすが，その
過程において，周知のように，欧米の先進資本主義国と同様，国外に資源・エネルギーの供給
源や商品の販路先を求めて戦争の歴史をくり返している。その意味でもわが国の近代史は戦争
の歴史であり，「戦争の世紀」であった。戦後，わが国は朝鮮特需を通じて経済復興のきっかけ
をつかみ，55年以降の高度経済成長，60年以降の高度経済成長の全面化を背景に全国各地で産
業公害が勃発・激化している。さらに高度経済成長期に確立・定着した「大量廃棄型社会」，
「農村的生活様式」の全面的な崩壊と「都市的生活様式」の確立・定着を背景に，都市公害や
生活公害など多様かつ深刻な環境問題が短期間内に全国各地で表面化・深刻化している。その
うえ，70年以降，大都市圏でいち早く表面化した典型的な生活公害としてのごみ問題が世紀末
にかけて全国に拡大し，深刻化し，90年代には究極のごみ問題・環境問題というべき「ごみ紛
争」や「ダイオキシン問題」が全国各地で勃発し，表面化し，深刻化の様相を呈している。
　資源やエネルギーを大量に浪費する素材供給型業種を軸にした工業化・産業化に伴って生産
や経済の規模は拡大・膨張の一途をたどった。それに伴って欧米諸国を中心に相次ぎ経済大国
を実現する中で，経済大国はその裏面で深刻な環境破壊に見舞われてきた。半面，先進国に資
源等を供給してきた発展途上国は，資源やエネルギーの乱開発等を通じて同じく多様かつ深刻
な環境問題を押し付けられてきた。くわえて，発展途上国は人口爆発など深刻な貧困簡題に襲
われ，今日にいたっている。80年代後半以降，環境問題は地球規模的な様相を呈し，深刻化の
程度を示す現象として地球温暖化，オゾン層の破壊，熱帯林の破壊・減少，砂漠化，広域的な
大気汚染，土と水の汚染，海洋汚染，廃棄物の増加，生物多様性の減少などが急速に進んでい
る。経済原則を優先し，環境原則を軽視した企業活動や経済活動，「使い捨てライフスタイル」
の帰結としての地球規模の環境問題である。「経済の世紀」「科学技術の世紀」「戦争の世紀」を
通じての地球規模の環境問題の深刻さ，その帰結として1970年代から1990年代にかけての深刻
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化の程度は，国連主催の環境問題をテーマにした国際会議（サミット）の開催および検討課
題，国際会議で合意した内容に集中的に表現されている。1972年には地球規模的な広がりを示
す産業公害や都市公害への対応を迫られ，ストヅクホルムで「国連人間環境会議」（United
Nations　Conference　on　the　Human　Environment）を開催せざるを得なかった。さらに1992年
には地球規模の環境問題と開発や貧困の問題を正面に掲げた「環境と開発に関する国際会議」
（United　Nations　Conference　on　Environment　an4　Development：略称UNCED）をブラジル
（リオ・デ・ジャネイロ）で開催せざるを得なかった。2002年には地球温暖化防止のための
「気候変動に関する国際連合枠組条約」にもとづき1997年に京都市で採択した議定書，いわゆ
る「京都議定書」採択後の状況を国際的に点検するため，南アフリカ（ヨハネスブルグ）にお
いて「維持可能な発展に関する環境・開発会議」（United　Nations　Conference　on　Sustainable
Development）を開催している。
　地球環境問題の解決には経済原則優先の価値観や社会経済システムを転換し，環境原則がす
べてに優先される価値観や社会経済システムの構築が避けられない。地球規模の環境問題は解
決の先送りが許されない深刻な人類史的課題であること，その解決には経済原則優先の，環境
原則軽視の価値観や社会経済システムをコペルニクス的に転換することが不可能である旨を示
している。
　ところで，地球規模の環境問題にたどりつく多様な環境問題の解決には価値観やシステムの
転換が避けられないとする認識は，地球環境問題の権威として著名な，シンクタンク・ワール
ドウォッツ研究所（The　Worldwatch　Institute）の前所長で，現在アースポリシー研究所
（The　Earth　Policy　Institute）を主宰するレスター・ブラウン（Lester　R．Brown）によっても
示されている。レスター・ブラウンは地球規模で進行する環境問題を「地球と経済の関係」や
「環境と経済の関係」を通して解き明かそうとした。レスター・ブラウンは地球環境問題の背
景には，「環境が経済の一部なのか，それとも経済が環境の一部なのか」，「環境を経済の従属物
と考える」，「経済を環境の従属物と考える」などが示す「経済と環境の関係」がある，との認
識を示している。
　レスター・ブラウンは近著『エコ・エコノミー』（ECO－ECONOMY；Building　an　Econo皿y
for　the　Earth，2001年）において，地球環境問題の背景や要因について，以下の明示的な認識を
示している。「経済が地球の自然システムと衝突していることを示す証拠は，漁場の崩壊，森林
減少，土壌浸食，放牧地の劣化，砂漠化，二酸化炭素濃度の上昇，地下水位の低下，気温上
昇，より破壊的な暴風雨，氷河の融解，海面上昇，サンゴ礁の死滅，生物種の消失などに関す
る日々のニュース報道に見ることができる。経済と地球生態系のあいだの関係にますます強い
ストレスが加わっていることを示すこれらの動向は，結果的に膨大な経済的損失を引き起こし
ており，この損失は増加の一途をたどっている。ある時点で，この損失は世界の発展要因を圧
倒して，経済の衰退を導きかねない。私たち同時代人の課題は，多くの古代文明が経験したよ
うに環境劣化が長期的な経済衰退を導く前に，これらの動向を反転させることである。次第に
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顕在化しているこれらの動向は，もしサブシステムーつまり経済一の活動がより大きなシステ
ムーすなわち地球の生態系一の営みと調和しなければ，空極的には両方が損なわれることを示
唆している。経済が生態系に比して相対的に大きくなればなるほど，そして経済が地球の自然
の限界を圧迫すればするほど，この不調和な関係はますます破壊的になるであろう。環境的に
持続可能な経済一エコ・エコノミー一を実現するには，経済政策形成の枠組みに生態学の法則
を取り入れること，経済学者と生態学者が協力して新しい経済を設計することが必要である」
とする認識を示している（注16）。「環境を経済の一部」や「環境を経済の従属物」とみる（従来
の）経済学，経済原則優先の価値観や視点が地球規模の環境問題を醸成してきたとする認識を
示し，地球環境問題の解決には経済学的な価値観や視点の転換が必要である。くわえて「経済
を環境の従属物」とする生態学，「すべての経済活動，ひいてはすべての人間生活が，地球の生
態系一共生し互いに作用する個々の生物種の複合体とそれらの物理的生息地一に依存している
ことを理解している」生態学的な価値観や視点の導入が不可欠であるとする認識である。
　ごみ問題の解決に関してであるが，わが国が経済原則一辺倒の価値観や視点の転換について
本格的に言及するのは，前述のように，環境庁や厚生省などが発表した「90年答申」において
である。省庁がこの時期にこうした認識を示した背景には，深刻化の一途をたどるごみ問題が
あるが，同時に1980年代後半以降，ドイツなど環境先進国が環境原則を重視した政策や制度に
転換し，実績をあげてきたなどの，環境政策の動向が大いに影響している。ごみ問題の深刻化
にストップをかけ，解決にこぎ着けるには，製品や容器包装等の生産・輸入・販売・廃棄を通
じて多様かつ大量のごみを供給し続ける社会経済システム（事業活動やライフスタイルなど）
に遡及し，ごみ発生を「抑制」「規制」するシステムや制度への転換が避けられない。ドイツで
はこのため，1986年に「廃棄物処理法」（Waste　Disposal　Act）ケこ代表される従前の廃棄物法制
度と決別し，「廃棄物回避・管理法」（Waste　Avoidance　and　Management　Act）を新たに制定
し，よって「経済の世紀」に君臨し，ごみの大量化や多様化の基礎構造であった「大量廃棄型
社会」に集約される経済原則優先の，環境原則無視の価値観や社会経済システムをコペルニク
ス的に転換し，「発生抑制」（Reduce）の実績を残してきた。
　もちろん，前述のように，わが国は答申等では環境原則重視や「リサイクル社会」形成など
システム転換が必要である旨の認識を示し，打ち出している。にもかかわらず，環境先進国の
ような制度的・政策的な措置を何ら講せず，1991年に制定された「再生資源の利用の促進に関
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　する法律」（「リサイクル法」）や同年に改正された「廃棄物処理法」（1991年改正「廃棄物処理
法」），90年代における「廃棄物処理法」の相次ぐ改正，1995年の「容器包装リサイクル法」，
1998年の「家電リサイクル法」の制定，環境庁や厚生省が1990年代に相次いで発表したごみ減
量が期待できるとして経済的手法を導入する旨を盛り込んだ答申等，ごみ「有料化」を誘導し
た答申等，あるいはこの間に厚生省や環境庁が行政指導として示した政策誘導などは，基本的
には「リサイクル行政」や「リサイクル減量化」．の対応からなっている。環境先進国が選択し
た政策動向などと明らかに異なっており，期待された環境原則優先の価値観や社会システムヘ
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の転換を決断していない。環境原則優先の政策選択を先送りする結果になついる。その意味で
も90年代の10年間は，わが国ごみ行政にとって「失われた10年」であり，「不毛の10年」でも
あった。
　わが国が環境原則優先の政策・制度選択を躊躇し，「リサイクル行政」や「リサイクル減量
化」を突っ走るなど「不毛の10年」を過ごし，「ごみ紛争」が全国各地で勃発している間に，ド
イツでは環境原則優先の政策・制度を強化するため，1994年には「廃棄物回避・管理法」を全
面的に改正し，新たに「循環経済・廃棄物法」（Closed－Loop　Economy　and　Waste　Law）を制
定し（1996年施行），「拡大生産者責任」の一層の徹底を図る措置を講じている。
9．環境政策としての「循環型社会」形成と「循環型社会」との社会像
　わが国は2000年6月に「循環型社会形成推進基本法」を制定し，廃棄物法制度において経済
原則優先の価値観や社会経済システムに見切りをつける政策選択に乗り出している。そこで，
最：後に以下の2点について検討・検証する。
　1つは，「循環基本法」が環境政策や解決処方箋として示した「循環型社会」の社会像につい
てである。「循環基本法」から浮かび上がる「循環型社会」である。
　2つは，「循環基本法」が解決処方箋として示す「循環型社会」は，ドイツなど環境先進国が
1980年代後半以降に提起し，導入し，ドイツが1994年制定の「循環経済・廃棄物法」において
成熟させた「循環型社会」，いわゆる「循環経済」（Closed－Loop　Econolny）と環境思想や視
点，社会経済システムと同一のものであるのか，整合するのかどうか。環境先進国の政策動向
などの影響を受けて，90年以降，わが国でも環境重視派の住民や市町村ごみ行政担当者を中心
に「循環型社会」形成に対する期待が急速な高まりを示している。以来，住民などは環境先進
国の環境思想や環境政策をテキストにしてきた。「循環基本法」が示した「循環型社会」形成は
住民等の期待に十分に応えるものであったかどうか。
　前述のように，「循環型社会」形成や「循環型社会」の社会像の，理念および理念型は「環境
基本法」（1993年）や「環境基本計画」（1994年）においてすでに示されている。「循環基本法」
は「環境基本法」を受けて制定されている。「環境基本法」は「循環型社会」を「人類の存続の
基盤である環境」とする認識を基本に据え，第3条において「環境を健全で恵み豊かなものと
して維持することが人間の健康で文化的な生活に欠くことのできないものであること及び生態
系が微妙な均衡を保つことによって成り立っており人類の存続の基盤である限りある環境L
第4条において「社会経済活動その他の活動による環境への負荷をできる限り低減することそ
の他の環境の保全に関する行動がすべての者の公平な役割分担の下に自主的かつ積極的に行わ
れるようになることによって，健全で恵み豊かな環境を維持しつつ，環境への負荷の少ない健
全な経済の発展を図りながら持続的に発展することができる社会」と規定している。「循環基
本法」は「環境基本法」とくに第4条が定める「循環型社会」の構築を根拠に制定されたが，
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構築すべき「循環型社会」を第2条第1項において「製品等が廃棄物等となることが抑制さ
れ，並びに製品等が循環資源となった場合においてこれについて適正に循環的な利用が行われ
ることが促進され，及び循環的な利用が行われない循環資源については適正な処分が確保さ
れ，もって天然資源の消費を抑制し，環境への負荷ができる限り低減される社会」であると再
定義している。
　では，「製品等が廃棄物等となることが抑制される」社会としての「循環型社会」をどのよう
に形成・構築するのか。「循環基本法」は第5条において「循環型社会」形成のため，「原材
料，製品等については，これが循環資源となった場合におけるその循環的な利用又は処分に伴
う環境への負荷ができる限り低減される必要があることにかんがみ，原材料にあっては効率的
に利用されること，製品にあってはなるべく長時間使用されること等により，廃棄物等となる
ことができるだけ抑制」される必要がある。「発生抑制」（Reduce）こそは「循環型社会」形成
にとって最優先に政策選択されるべき順位である旨を定めている。そのうえで，選択されるべ
きは「循環資源については，その処分の量を減らすことにより環境への負荷を低減する必要が
あることにかんがみ，できる限り循環的な利用が行われなければならない」（第6条第1項）と
する「循環資源の循環的な利用」としての「再使用」，「再生利用」，「熱源回収」である。「発生
抑制」が不首尾に終わった循環資源について，これを「循環的な利用」を通じてごみ処分量を
減らす，「循環的な利用」ができないものに限り，これをごみとして処分する，基本的な考え方
を示している。
　さらに第7条は「循環資源の循環的な利用及び処分の基本原則」について定めている。第7
条第1項では「循環資源の循環的な利用及び処分に当たっては，技術的及び経済的に可能な範
囲で，次に定めるところによることが環境への負荷の低減にとって必要であることが最大限に
考慮されることによって，これらが行われなければならない」との原則を示し，第7条第1項
第1号において「循環資源の全部又は一部のうち，再使用をすることができるものについて
は，再使用がされなければな：らない」として「循環資源」の「再使用」（Reuse）について，同
項第2号において「循環資源の全部又は一部のうち，前号の規定による再使用がなされないも
のであって再生利用をすることができるものについては，再生利用がされなければならない」
として「循環資源」の「再生利用」（Recycle）について定めている。第7条第1項第3号では
「循環資源の全部又は一部のうち，第1号の規定による再使用及び前号の規定による再生利用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　がされないものであって熱回収をすることができるものについては，熱回収がされなければな
らない」として「循環資源」の「熱回収」（Therlnal－Recycle）セこついて規定している。「循環資
源」が「再使用」「再生利用」「熱回収」されない場合，第7条第1項第4号が示すように，最
終的な措置として「ごみ処分」，つまり，「循環資源の全部又は一部のうち，前3号の規定によ
る循環的な利用が行われないものについては，処分されなければならない」。したがって，「ご
み処分」は「発生抑制」ができず，かつ循環資源について「再使用」や「再生利用」ができ
ず，「熱回収」ができない場合，最後にたどり着く例外的な措置であるということになる。
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　もちろん，「循環基本法」は「発生抑制」や「循環資源の循環的な利用」（「再使用」「再生利
用」「熱回収」）を促進するための，いわゆる「循環型社会」形成のため，廃棄物等の生産・流
通・販売・廃棄に直接的・間接的にかかわる国（第9条および第3章第17条以降），地方公共
団体（第10条），事業者（第11条），国民（第12条）の責務について定めている。第11条では
　「事業者の責務」を定めている。第11条第1項では「事業者は，基本原則にのっとり，その事
業活動を行うに際しては，原材料等がその事業活動において廃棄物等となることを抑制するた
めに必要な措置を講ずるとともに，原材料等がその事業活動において循環資源となった場合に
は，これについて自ら適正に循環的な利用を行い，若しくはこれについて適正に循環的な利用
が行われるために必要な措置を講じ，又は循環的な利用が行われない循環資源について自らの
責任において適正に処分する責務を有する」と定め，第11条第2項では「製品，容器等の製
造，販売等を行う事業者は，基本原則にのっとり，その事業活動を行うに際しては，当該製
品，容器等の耐久性の向上及び修理の実施体制の充実その他の当該製品，容器等が廃棄物等と
なることを抑制するために必要な措置を講ずるとともに，当該製品，容器等の設計の工夫及び
・材質又は成分の表示その他の当該製品，容器等が循環資源となったものについて適正に循環的
な利用が行われることを促進し，及びその適正な処分が困難とならないようにするために必要
な措置を講ずる責務を有する」と規定している。第11条第3項では「循環資源となった場合に
おけるその循環的な利用を適正かつ円滑に行うためには国，地方公共団体，事業者及び国民が
それぞれ適切に役割を分担することが必要であるとともに，当該製品，容器等に係る設計及び
原材料の選択，当該製品，容器等が循環資源となったものの収集等の観点からその事業者の果
たすべき役割が循環型社会の形成を推進する上で重要であると認められるものについては，当
該製品，容器等の製造，販売等を行う事業者は，基本原則にのっとり，当該分担すべき役割と
して，自ら，当該製品，容器等が循環資源となったものを引き取り，若しくは引き渡し，又は
これについて適正に循環的な利用を行う責務を有する」とし，第11条第4項では「循環資源で
あって，その循環的な利用を行うことが技術的及び経済的に可能であり，かつ，その循環的な
利用が促進されることが循環型社会の形成を促進する上で重要であると認められるものについ
ては，当該循環資源の循環的な利用を行うことができる事業老は，基本原則にのっとり，その
事業活動を行うに際しては，これについて適正に循環的な利用を行う責務を有する」と定めて
いる。さらに第11条第5項では「事業者は，基本原則にのっとり，その事業活動に際しては，
再生品を使用すること等により循環型社会の形成に自ら努めるとともに，国又は地方公共団体
が実施する循環型社会の形成に関する施策に協力する責務を有する」旨を定めている。「責務
を有する」とした規定を「拡大生産者責任」を問うたものとして評価する見方があるが，後述
するように，国や地方公共団体，さらに国民に対しても同様の責務を課しており，「拡大生産者
責任」は不明確である。
　それに，周知のように，事業者の責任については「廃棄物処理法」も第3条第2項において
定めている。「事業者は，その事業活動に伴って生じた廃棄物の再生利用等を行うことにより
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その原料に努めるとともに，物の製造，加工，販売等に際して，その製造，加工，販売等に係
る製品，容器等が廃棄物となった場合においてその適正な処理が困難になることのないように
しなければならない」とする条文を通じて，事業者に製品等を製造，加工，販売する段階にお
ける適正処理に配慮した事業者の責務（「製品アセスメント」）や，製品等が廃棄物になった場
合に適正に処理する責任（「適正処理責任」）を課している。その意味でも「適正処理」に関す
る責務の考え方や視点は「循環基本法」の制定においてはじめて浮上したわけではない。「循環
型社会」形成における国，地方公共団体，事業者，国民の責務については，「循環基本法」は第
9条～第12条において具体的に定めている。第11条では製品等の使用後に廃棄物等になりかね
ない製品や容器包装等を生産・輸入・販売等を行う事業者に対して，ごみ「発生抑制」や「循
環資源の循環的な利用」等の責務を定めている。この条文と主旨を同じくする条文や考え方
は，前述のように，「環境基本法」や「環境基本計画」でも示しているが，製造業者や輸入業者
などいわゆる「生産者」に対して，わが国がドイツの「循環経済・廃棄物法」（Closed－Loop
Ecomony　and　Waste　Law）や経済開発協力機構（Organization　for　Economic　Cooperation　and
Development：略称「OECD」）の検討や報告書を踏まえ，「拡大生産者責任」（Extended
Producer　Responsibility：略称rEPR」）の考え方を本格的に導入したのは「循環基本法」であ
り，かつ条文である，とする評価がある一方，この条文をもって，わが国が「拡大生産者責
任」の立場を鮮明にした，あるいは「拡大生産者責任」の考え方や視点を制度化したとする好
意的な評価・見方を拒否・批判する対極的な見方・論調が根強く存在することもまた事実であ
る（注Io。現在，「循環基本法」に対する評価は大きく二分している。評価が分かれる背景には
「拡大生産者責任」の思想や視点に対する評価の問題がある。くわえて，評価の対立を醸成し
ているものに「循環基本法」制定にもかかわらず，90年代においてわが国が積極的に導入し，
推進した行政や政策対応は「リサイクル行政」であり「リサイクル減量化」であった。さらに
それ以前の「施設主義」にもとつく「施設処理」に何一つ変更をくわえず，逆に「循環基本
法」以降，「施設処理」は加速し，大規模化している。
　現に環境省など省庁は「循環基本法」施行後も，全国の市町村にごみ「有料化」の導入を強
力に示唆・誘導しており，ごみ「有料化」の世論を意識的に醸成している。「循環基本法」を制
定した2000年に再スタート（全面施行）した「容器包装リサイクル法」に関連しては，一般廃
棄物の多くを占める容器包装を「再商品化」するための分別収集に伴う事務費や収集経費，事
業者に引き渡すまでの保管経費などの諸費用や業務を市町村や住民に転嫁するなど，Ir拡大生
産者責任」の考え方と明らかに矛盾する事業実態が，省庁によって推進され，合理化され，今
日にいたっている。1998年制定の現在施行中の「家電リサイクル法」でも，消費者は排出時に
対象廃家電のリサイクル費用を負担させられ，「拡大生産者責任」の考え方に明らかに矛盾し，
逆行している。こうした矛盾や欠点を解消せず，据え置き，そのうえで，2000年には新たに個
別「リサイクル法」を追加的に制定し，「循環基本法」が示す「拡大生産老責任」の考え方や視
点と明らかに矛盾・対立する廃棄物法制度の運用やごみ行政の実態を，個別「リサイクル法」
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の強化やごみ「有料化」の導入などを通じて推進してきた。「拡大生産者責任」の形骸化・空洞
化の流れ，「循環型社会」形成に逆行する実態が進行しているとする警戒感が，自治体や環境重
視派の住民，環境団体，研究者，生協などの間で急速に広がっている。
　「経済の世紀」を担保するうえで，環境政策やごみ政策が「拡大生産者責任」の思想や視点
によって再構築することはきわめて重要であり，「拡大生産者責任」の制度化は避けて通れな
い。「循環型社会」形成にとって「拡大生産者責任」は基軸に据えられるべき思想・政策・視点
である。経済原則優先の価値観や社会経済システムが「拡大生産者責任」の思想や視点やシス
テムと対極の価値観であり，社会経済システムであることは自明である。ごみ大量化・多様化
の基礎構造である「大量廃棄型社会」は，「拡大生産者責任」を免責することで成り立つ社会経
済システムである。そして「大量廃棄型社会」は地球規模や国内における環境問題を根源的に
解決する課題を行政課題や政治課題の最上位に位置づけざるを得ない現在，転換を突きつけら
れている。環境問題の解決が歴史的使命や人類史的使命の様相を呈している時代・世紀こそが
「環境の世紀」に対する期待であり，この世紀においてこそ，経済活動や事業活動，社会的諸
活動に「拡大生産老責任」の観点を厳しく貫徹し，事業者責任を厳格に問うことが期待されて
いる。
　ところで，「拡大生産者責任」（rEPRj）は一般的には「製造業者や輸入業者といった『生産
者』が，自ら生産する製品について，生産・使用する段階だけでなく，使用後廃棄物となった
後まで一定の責任を負う，とする考え方」として捉えられている（注18）。これに類した考え方
は，不十分ではあるが，「廃棄物処理法」でも示されている。「廃棄物処理法」第12条第2項に
おける「国民は，基本原則にのっとり，製品をなるべく長期間使用すること，再生品を使用す
ること，循環資源が分別して回収されることに協力すること等により，製品等が廃棄物等とな
ることを抑制し，製品等が循環資源となったものについて適正に循環的な利用が行われること
を促進するよう努めるとともに，その適正な処分に関し国又は地方公共団体の施策に協力する
責務を有する」としてである。厚生省はこの条文について「物の製造，加工，販売，輸入に際
して，その製造，加工，販売，輸入に係る製品，容器，包装等が廃棄物となった場合におい
て，その適正な処理が困難になることのないように義務づけたものである。この場合，廃棄物
が一般廃棄物であるか産業廃棄物であるかの如何は問わない」とする考え方を示している。
「拡大生産者責任」の考え方を示しているといえなくもない（注19）。さらに第3条第2項では事
業者に対して「物の製造，加工，販売等に際して，その製品，容器等が廃棄物となった場合に
おける処理の困難性についてあらかじめ自ら評価し，適正な処理が困難にならないよう製品
容器等の開発を行うこと，その製品，容器等に係る廃棄物の適正な処理の方法についての情報
を提供すること等により，その製品・，容器等が廃棄物となった場合においてその適正な処理が
困難になることのないようにしなけれぼならない」旨を定め，事業老の責任にも言及してい
る。
　もちろん，「環境基本法」にも「拡大生産者責任」に関連する条文はある。第8条第2項では
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「事業者は，基本理念にのっとり，環境の保全上の支障を防止するため，物の製造，加工又は
販売その他の事業活動を行うに当たって，その事業活動に係る製品その他の物が廃棄物となっ
た場合にその適正な処理が図られることとなるように必要な措置を講ずる責務を有する」と定
め，第8条第3項では「事業者は，基本理念にのっとり，環境の保全上の支障を防止するた
め，物の製造，加工又は販売その他の事業活動を行うに当たって，その事業活動に係る製品そ
の他の物が使用され又は廃棄されることによる環境への負荷の低減に資するように努めるとと
もに，その事業活動において，再生資源その他の環境への負荷の低減に資する原材料，役務等
を利用するように努めなければならない」旨を定めている。主管官庁の環境庁は第8条第2項
について，「製造等の事業活動に係る製品等が消費者等により廃棄されて廃棄物となった場合
に，その適正な処理が図られることとなるように製造等の段階において必要な措置をとるべき
ことを定めた」条文である旨の考え方を示し，第8条第3項については「事業者が物の製造等
の事業活動を行うに際しては，その事：業活動に係る製品等が消費者等によって使用又は廃棄さ
れることにより環境への負荷が必然的に生ずることにかんがみ，製造等の事業活動の段階で，
使用・廃棄による環境への負荷の低減に資するように努めるべきであるという責務を明らかに
したもの」である旨の考え方や認識を示している（注20）。「循環基本法」が第11条で示した「拡大
生産者責任」の考え方や視点は，「廃棄物処理法」や「環境基本法」，「環境基本計画」を継承し
ているが，問題は「廃棄物処理法」や「環境基本法」などの規定にもかかわらず，「拡大生産者
責任」の考え方や視点がその後の廃棄物法制度やごみ行政において内実化や実体化されず，経
済活動や事業活動などに生かさず，そのじつ形骸化・空洞化の一途をたどっていることにあ
る。‘
　そこで，最後に「循環基本法」が環境政策や解決処方箋として改めて打ち出した「循環型社
会」が，環境先進国とくにドイツが「循環経済・廃棄物法」などにおいて導入した環境政策な
どとしての「循環経済」，いわゆる「循環型社会」形成と同一かどうか，どのように整合するの
か，整合しないのか，検討したい（注21）。
　周知のように，わが国は80年代後半以降，環境先進国とくにドイツの環境政策や廃棄物法制
度を意識してきたといわれ，ときには導入してきたといわれている。環境重視派の住民等は教
訓を学び，速やかな制度導入などを期待してきた。「大量廃棄型社会」を据え置いたままでの
「施設処理」と「リサイクル減量化」を中心とした対応の仕方がごみ処理施設の建設や使用な
どに原因して全国的に多発の一途をたどった紛争などを通じてごみ行政の閉塞化が決定的にな
るにつれ，欧州の環境先進国とくにドイツの環境政策や廃棄物法制度に対する評価がうなぎ登
りに高まり，期待はドイツの環境政策や廃棄物法制度の日本版の導入・制定を促すことになっ
た。そこで，「90年答申」を受けて，90年代の廃棄物法制度をスタートさせるため期待を一手に
集めたのが，1991年前「廃棄物処理法」の大幅改正である。そのじつこの改正で期待されたの
は日本版「廃棄物回避・管理法」の制定であった。また，1995年「容器包装リサイクル法」の
制定においては，同じく日本版「包装廃棄物回避政令」の制定が大いに期待された。2000年の
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　「循環基本法」の制定においては，日本版「循環経済・廃棄物法」の制定を期待する声が圧倒
的に高かった。
　くり返すが，ドイツが「大量廃棄型社会」を転換し，社会経済システムを「循環型」に切り
替え，よってごみ処理等に伴う社会問題の深刻化にストップをかけようとしたのは，1986年以
降である。「大量廃棄型社会」が供給する多様かつ大量の廃棄物を受け入れ，それを中間処理施
設や処分場（デポニー，Depony）で処理，処分・保管する，それ以前の廃棄物処理の基本法で
あった「廃棄物処理1（処分）法」（Waste　Disposal　Act）を全面的に改正し，1986年に新たに
「廃棄物の回避及び管理に関する法律」，いわゆる「廃棄物回避・管理法」（Waste　Avoidance
and　Management　Act）を制定して以降である。「廃棄物回避・管理法」の制定を受けて，ドイ
ツは廃棄物の多数を占める容器包装の「発生抑制」と「再使用」「再生利用」等管理を推進・強
化することでごみ処理量を大幅に減らすため，1991年に「包装廃棄物回避政令」（Ordinance
on　the　Avoidance　and　Recovery　of　Packaging　Waste）を制定・公布している。1994年には
「拡大生産者責任」の視点を一層明確にし，その視点を事業活動などに貫徹させ，「拡大生産者
責任」の効果をあげるため「廃棄物回避・管理法」の大幅改正に着手し，新たに「循環経済の
促進及び環境と調和する廃棄物処分の確保に関する法律」，いわゆる「循環経済・廃棄物法」
（Closed－Loop　Economy　and　Waste　Law）を制定し，1996年に施行している（注22）。
　その意味でも「廃棄物回避・管理法」や「循環経済・廃棄物法」には環境政策や政策処方箋．
としての「循環型社会」の社会像や社会形成の手順が端的に示されている。とくに「循環経済
・廃棄物法」には「循環経済」，「循環型社会」の理念や理念型が示されている。もちろん，
1994年制定後，2年の経過措置・周知期間を経て1996年に施行した「循環経済・廃棄物法」で
はあるが，廃棄物をめぐる状況や，その基礎にある社会経済状況のめまぐるしい変化を受け
て，法制度も進化を遂げることになる。現に「循環経済・廃棄物法」は状況変化を先取りする
形で検討がくわえられ，進化や成長を遂げつつ今日にいたっている。現状・実態と政策・法制
度の隔たりを解消するため，今後も検討や改正が必要であろうが，少な：くとも現時点，「循環経
済・廃棄物法」は環境政策等として期待される「循環型社会」形成の到達点を間違いなく示し
ている。では，「循環経済・廃棄物法」が描く「循環型社会」とはどのような社会か，「循環型
社会」をどう実現・形成しようとしているのか。
　まず「循環経済・廃棄物法」が描く「循環経済」，いわゆる「循環型社会」を条文に照らして’
みてみる。第1条（目的）では「循環経済・廃棄物法」制定の目的を「天然資源を節約するた
めに循環経済を促進し，また環境保全に則した廃棄物の棄却処分を確保すること」とし，制定
の目的が「循環経済」の実現にある旨を示している。そのうえで，第3条第5項（廃棄物の発
生者）において「作業を通じて廃棄物を発生させる自然人または法人，もしくは廃棄物の性質
や組成を事前処理，混合または他の処理を加えることによって変化させる者」，第6項（廃棄物
の所有者）において「廃棄物の実質的な所有権を持つ自然人または法人」と定め，以下の方法
によって「循環経済」を実現し，「環境保全に則した廃棄物の棄却処分を確保する」としてい
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る。つまり，第4条（循環経済の原則）の第1項（廃棄物処理の優先順位）において，「廃棄物
は，1．第1目標として，その発生を（とくに分量と有害性を低下させて）防止し，2．第2
目標として，a）素材リサイクル，またはb）熱源利用により処理する」とする優先順位を明
示している。第4条第2項（廃棄物の発生防止策）では「廃棄物の発生は，とくに事業所内部
における素材のリサイクル，廃棄物の発生が少ない製品の設計，並びに廃棄物および有害物質
の少ない製品を優先する消費動向等により防止する」，第4条第3項（素材リサイクルの条件）
では「廃棄物から回収された物質（再生原料）で原料を代用するか，廃棄物の素材特性を元来
または（熱源としての直接利用を除く）他の目的に活用すること。廃棄物処理の主目的が（個
別廃棄物の汚染度を考慮したうえで）有害性の低下ではなく，廃棄物の活用にある場合には素
材リサイクルとみる」，第4条第4項（熱源利用の条件）では「廃棄物を代用燃料として利用す
ることを指すが，とくに家庭で発生する棄却用廃棄物の加熱処理には熱源利用優先の原則を適
用しない。この場合の区別は，個々の廃棄物の（他の廃棄物との）混合状態，汚染の種類およ
び度合い，並びに処理で新たに発生する廃棄物と大気汚染を考慮して，処理の主目的がリサイ
クルにあるのか，加熱処理にあるのかにより判断する」とする「循環経済」「循環型社会」実現
にいたる政策的な優先順位を明確に示している。第4条第5項（循環経済の適用範囲）では
「廃棄物のとりまとめ，引き渡し，収集および持ち寄りの回収，輸送，一時貯蔵およびリサイ
クル処理」にまで及ぶ旨を定めている。
　そのうえで，「循環経済・廃棄物法」は「循環経済」や「循環型社会」を実現するために第5
条（循環経済にかかわる基本的義務）を定めている。第5条第1項では「廃棄物発生防止の義
務」，第9条（産業設備事業主）では事業者の義務規定，第3部「製品関連責任」にかかわって
は第23条で「禁止，制限および表示規定」，第24条（廃棄物の回収，返却義務）第1項では政令
の規定に従う義務を定め，第2項（廃棄物発生老および所有者の義務）では「第6条（素材リ
サイクルと熱源利用）で定める基準に従いリサイクルを行う義務がある。本法でとくに別の規
定をしない限り，廃棄物のリサイクルを棄却処分に優先させ，また廃棄物の種類や性状に適し
た素材価値の高いリサイクルを目指すこと。第4条～第5条に掲げる要求を満たすために必要
であれば，リサイクル用廃棄物は分類して保管・処理することを要する」旨を定めている。第
24条第3項（合法的かつ無公害リサイクルの条件）では「廃棄物のリサイクル，とくに製品へ
の再活用を通じて合法的かつ無公害な手法で行うものとする。合法的なリサイクル処理とは，
本法の規定および他の公共団体が定める規定に合致する手法で行われる場合を指す。無公害な
リサイクル処理とは，廃棄物の性状や汚染度およびリサイクルの種類からみて公共の福祉が阻
害される（とくに有価素材の循環システムに有害物質が混入する）恐れのない手法で行われる
場合を指す」旨を定め，第24条第4項（リサイクル処理義務の履行条件）では「リサイクル処
理の義務は技術的に可能であり経済的にも（とくに回収された素材またはエネルギーへの需要
があるか，市場を開拓できるなどの理由から）無理がない限り履行するものとする。廃棄物の
リサイクル処理は，それに事前処理を必要とする場合も技術的に可能とみなす。また廃棄物の
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リサイクル処理に要する経費が，これを棄却処分する場合の分担金と比べて大差がない限り経
済的に無理がないものと見なす」などの条文を定めている。
　　「循環経済」にとって第1目標である「廃棄物の発生が防止」できず，くわえて第2目標で
ある「素材リサイクル」や「熱源利用の処理」ができない場合，「環境保全に則した廃棄物の棄
却処分を確保する」，いわゆる「ごみ処分」，第10条が定める「公共の福祉に則した廃棄物棄却
処分」となる。もちろん，棄却処分についても処分原則が決められている。第10条第1項（棄
却処分の原則）では「棄却用廃棄物はリサイクル・システムへの混入を完全に防止し，公共の
福祉を守るために棄却処分すること」を定め，第10条第2項（棄却処分の条件）では「棄却処
分には，棄却用廃棄物のとりまとめ，引き渡し，回収輸送，処理，一時貯蔵および棄却処分等
の過程が含まれる。廃棄物の処理によって分量と有害性を低下させること。処理および棄却処
分で発生するエネルギーは可能な限り利用すること。処理および棄却で発生するエネルギーま
たは廃棄物は利用できるが，棄却処分の副産物に過ぎない場合，両者は廃棄物の棄却過程と見
なすこと」，第10条第4項（公共福祉の阻害）では「廃棄物は無公害な手法で棄却処分するもの
とするが，とくに下記の場合は公害と見なす。1．人間の健康が損なわれること，2．動物や
植物が危険にさらされること，3．水質や土壌が悪影響を受けること，4．大気汚染や騒音に
よる環境条件の悪化，5．公共環境，都市計画，自然保護，環境対策等の要求が守られないこ
と，6．その他，公共の安全や秩序が身にさらされるか危ぶまれること」を定めている。第11
条では「廃棄物棄却に関わる基本的義務」を定めているが，第11条第1項（廃棄物の発生者・
所有者に課される義務）では「棄却用廃棄物の発生者，または所有者は廃棄物を第10条に定め
る公共の福祉に合致した手法で棄却処分する義務を負う」旨を定め，第10条第2項（廃棄物の
分類義務）では「第10条の要求を満たすために必要な限り，棄却用廃棄物は分類して保管し，
取り扱う」旨を定めている（注23）。
10　エピローダー「循環経済・廃棄物法」と「循環型社会形成推進基本法」の共
　通点と相違点
　「循環型社会」形成に対する期待は膨らむ一方であるが，何が「循環活社会」であるかにつ
いては，必ずしも共通認識があるわけではない。その意味でも決して成熟した概念ではない。
だが，「循環型社会」形成に対する期待の大きさを反映し，近年，「循環型社会」を正面に据え
た著書や講座類や研究論文が多く発表され，雑誌の特集記事も目立っている。環境関係辞典も
主要な項目として積極的に取り上げている。以下，数多い「循環型社会」に関する捉え方や説
明をアトランダムに紹介してみたい。
　1）植田和弘・喜多川進監修r循環型社会ハンドブック』（有i斐閣，2001年）の場合。「循環
型社会は，廃棄物を減らすことで環境保全に寄与するだけでなく，『廃棄物』のもつ資源として
の潜在力を顕在化させ循環利用する社会」と規定している（注24）。
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　2）岩波講座「環境経済・政策学」第7巻r循環型社会の制度と政策』の場合。「経済の規模
を生態系の持続可能な範囲内に抑制することを基本とする社会は，機械的生産を有機的生産に
接合し，資源消費を環境容量の範囲内に収める方向で節約することを徹底していかなければな
らない。このような社会を循環型社会」と呼ぶと説明している（注25）。
　3）植田和弘「循環型社会の社会経済システムと公共政策」（酒井伸一・森千里・植田和弘・
大塚直共著r循環型社会一科学と政策』（有斐閣，2000年）の場合。「大量廃棄型社会とは，廃
棄物が大量に発生する産業構造，国±・都市構造や生活様式，そして経済メカニズムをもつ社
会であるが，同時に公共政策がその根源的な制御や改革をめざすのではなく，大量廃棄を前提
ないし与件とみなして，排出された廃棄物の処理・処分のみを課題と考える終末処理型の社会
である。……具体的には，廃棄物の発生をそもそも抑制し，さらに再利用やリサイクルを促進
するシステムを社会の中にビルトインしていく」社会として捉え，「大量廃棄型社会」との違い
を強調することで「循環型社会」のイメージを浮き彫りにしようとしている（注26）。
　4）山本勝美・似田貝香門ほか編『ごみの百科事典』（丸善，2003年）の場合。「循環型社会
とは，人間の経済を自然の循環に適合させるように，人間の経済による環境負荷を削減してい
こうという考え方と，そのために資源を可能な限り循環型に使用していく必要があるという考
え方の双方から成り立つ概念」である（注27）。
　5）田中勝「循環型経済社会とリサイクル」（『都市問題研究一特集　都市と循環型社会』都
市問題研究会，通巻621号）の場合。「循環型社会とは，資源循環に重きを置いて，環境負荷を
限りなく最小化する社会として位置づけて，大量生産，大量消費，そして大量廃棄を見直して
21世紀の目標とする社会として議論されてきた。従って循環型社会は資源の消費を少なくし，
また消費後の廃棄物は物質資源として回収しリサイクルする社会としてとらえられてきた。し
かしながら，リサイクル等への取り組みが，国，地方公共団体，事業者，国民により広範かつ
多様に行われる中で，具体的施策や取り組みが必ずしも全体として合理的なものとなっていな
い等の問題も生じてきている。また，循環型社会への移行は生産や消費を抑制することによ
り，国民の期待する経済の活性化や雇用の拡大と矛盾することとなり経済成長への制約になる
のではないか，現在の生活水準を落とすのではないか，等の懸念が国民の間に残っている。国
民は健康で快適で便利な生活を望んでおり，廃棄物は発生し続けるし，今の豊かさを維持し出
来ればさらに向上することが望まれている。しかも持続可能な社会でなければならない。その
ような現実的な状況の下に，これから国民が望む理想的な社会を循環型経済社会と呼び，その
循環型経済社会を専門調査会では次のように想定している。循環型経済社会とは『あらゆる分
野で環境保全への対応が組み込まれ，資源・エネルギーが無駄なく有効に活用される社会で，
同時にそこでは，環境を指向した新たな制度やルールが市場に組み込まれ，活発な技術革新に
伴い，広範な分野で市場と雇用の拡大が実現されていく社会』である」として捉え（注28），「循環
型社会」を「循環型経済社会」として規定する見地を示している。
　6）環境庁「環境保全のための循環型社会システム検討会」報告書r環境保全のための循環
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型社会システム検討会報告書一環境保全のための循環型社会の実現に向けて』（1990年）の場
合。「人間の経済活動においては，自然生態系の中から資源とエネルギーを採取し，これを投入
剤として生産を行い，製品の流通，消費を経て不要となったものを再び環境に戻す（廃棄す
る）活動が不断に営まれている。こうした活動は，科学と技術が発達し，自然資源の加工と利
用が高度になり，自然界にはないものをも生産利用するにつれ，一層自然生態系の循環とはか
け離れたものとなっていく。これを，自然生態系と適合させるためには，廃棄より再使用（同
じものをもう一度使うこと）・再生利用（原料としてもう一度使うこと）を第1に考え，新た
な資源の投入をできるだけ押さえることや，自然生態系に戻す排出物の量を最小限とし，その
質を撹乱しないものとすることが必要である。こうした経済社会の在り方は『循環型社会』と
呼ぶことができよう。循環型社会は環境保全上の要請である。」（注29）
　7）「環境基本法」（1993年）の場合。「環境の保全は，社会経済活動その他の活動による環境
への負荷をできる限り低減にすることその他の環境の保全に関する行動がすべての者の公平な
役割分担の下に自主的かつ積極的に行われるようになることによって，健全で恵み豊かな環境
を維持しつつ，環境への負荷の少ない健全な経済の発展を図りながら持続的に発展することが
できる社会が構築されること……。」（第4条）
　8）「環境基本計画」（1994年）の場合。「大気環境，水環境，土壌環境などへの負荷が自然の
物質循環を損なうことによって環境が悪化することを防止します。このため，資源採取，生
産，流通，消費，廃棄などの社会経済活動の全段階を通じて，資源やエネルギーの利用の面で
より一層の効率化を図り，再生可能な資源の利用の促進，廃棄物等の発生抑制や循環資源の循
環的な利用及び適正処分を図るなど，物質循環をできる限り確保することによって，環境への
負荷をできる限り少なくし，循環を基調とする社会経済システム」と規定している（第2部第
1節「長期目標」）。
　以上は必ずしもわが国を代表する「循環型社会」論ではないが，「循環型社会」論の未成熟を
示している。現在流行の「循環型社会」論が実態や論調が先行している実状を端的に示してい
る。それにしても社会論としての足腰が定まらず，混乱しているが，「循環型社会」論は論老の
バックグランドにある期待や思惑を反映して大きく2つに分かれている。
　1つは，典型的には5）の田中勝教授の捉え方に代表される「資源循環に重き」を置いた
「循環型社会」論で，「資源循環論社会」を実態として描く「循環型社会」（Recycling－Orien－
ted　Society）の考え方である。
　他の1つは，4）の倉阪秀史教授の捉え方に代表される，「循環型社会」を「人間の経済を自
然の循環に適合させるように，人間の経済による環境負荷を削減していこうという考え方」に
代表される。8）の「環境基本計画」の見地「循環を基調とする社会経済システム」とする考
え方もこの部類に属すが，基本的にはこの考え方は，わが国では生態学や自然科学系の環境科
学によって主張され支持されてきている。生態学の瀬戸昌之教授（『環境学講義』岩波書店，
2002年）などに代表される。ドイツが「循環経済・廃棄物法」で定式化した「循環経済」とし
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ての「循環型社会」（Closed↓oop　Society）の考え方である。
　この2つの考え方の分かれ目，対立点は「大量廃棄型社会」との関係性にある。具体的には
「大量廃棄型社会」を据え置き，ごみ大量化・多様化を受け入れ，そのうえで，可能な限りご
み「発生抑制」に努力し，最大の目標を発生後・排出後対応として「リサイクル減量化」を追
求する社会としての「循環型社会」，実態としての「リサイクル型社会」（Recycllng－Oriented
Society）と，ごみ大量化・多様化の基礎構造である「大量廃棄型社会」と決別・転換し，「循環
型社会」形成（Closed－Loop　Society）をポスト「大量廃棄型社会」として位置づける捉え方の
違いであり，対立である。筆者はClosed－Loop　Societyの見地を明示したうえで，1990年以降の
わが国の「循環型社会」論について整理してきた（注30）。
　「循環基本法」や個別「リサイクル法」などがめざしているといわれる「循環型社会」が
「資源循環型社会」（Recycling－Orlented　Society）か，それともポスト「大量廃棄型社会」とし
ての「循環経済」や「循環型社会」（Closed－Loop　Society）ふについて，「循環基本法」や「循
環経済・廃棄物法」．等の条文に則して改めて検討する。
　「循環型社会」実現にいたる政策的優先順位および条文に関していえぼ，わが国の「循環基
本法」とドイツの「循環経済・廃棄物法」は著しく類似している。日本版「循環経済・廃棄物
法」と誤認して不自然でないほど，法律の構成や表現は類似している。たしかに，両者には共
通点が多い。その一方，相違点も少なくない。「循環経済・廃棄物法」はめざすべき「循環経
済」を「天然資源を節約するために循環経済を促進し，また環境保全に則した廃棄物の棄却処
分を確保すること」であると規定し（第1条），「廃棄物を1．発生抑制，2．リサイクル処
理，3．棄却処分」を政策的優先的順位とすることで実現するとしている（第2条第1項）。廃
棄物を「所有老が除去するか，除去を意図するか，または除去せざるを得ない，法添付1に列
挙する部類に属するすべての動産で，リサイクル用廃棄物はリサイクルされる廃棄物を，棄却
用廃棄物はリサイクルされない廃棄物を指す」と定め（第3条第1項），廃棄物の棄却処分につ
いては「所有者が動産を法添付近Bで定義するリサイクル，または同皿Aで定義する棄却処分
へ供するか，もしくは動産の実質的な所有権を永久に放棄する」ことと定めている（第3条第
2項）。
　これに対して，「循環基本法」は以下のような見地や手順を示している。まず目標としての
「循環型社会」について，「製品等が廃棄物等となることが抑制され，並びに製品等が循環資源
となった場合においてはこれについて適正に循環的な利用が行われることが促進され1及び循
環的な利用が行われることが促進され，及び循環的な利用が行われない循環資源については適
正な処分が確保され，もって天然資源の消費を抑制し，環境への負荷ができる限り低減される
社会」（第2条）と規定している。ドイツの場合は「循環経済」を「天然資源を節約する」社
会，わが国では「循環型社会」を「天然資源の消費を抑制し，環境への負荷ができる限り低減
される社会」として捉えている。「循環経済」や「循環型社会」をどう実現するかについては，
ドイツは「発生抑制，リサイクル処理，リサイクルされない棄却用廃棄物を環境保全に則して
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処分する」とする手順を示し，わが国は「製品等が廃棄物等となることが抑制され，並びに製
品等が循環資源となった場合においてはこれについて適正に循環的な利用（再使用，再生利
用，熱源回収一筆者）が行われ，……循環的な利用が行われない循環資源については適正な処
分が確保され」る，つまり，「発生抑制，リサイクル（再使用，再生利用，熱源回収），処分」
という手順を示している。両国の「循環型社会」アブP一チへの手順は見事に符号している。
　廃棄物については，ドイツは「リサイクルされない廃棄物」，わが国は「循環的な利用が行わ
れない循環資源」として捉えている。具体的には「一度使用され，若しくは使用されずに収集
され，若しくは廃棄された物品又は製品の製造，加工，修理若しくは販売，エネルギーの供
給，土木建築に関する工事，農畜産物の生産その他の人の活動に伴い副次的に得られた物品」
（「循環基本法」第2条第2項）と規定している。ここでも両国は符合している。「循環経済」
や「循環型社会」における施策の優先順位については，ドイツは「第1目標として，その発生
を防止する。第2目標として，a）素材リサイクル，またはb）熱源利用により処理するこ
と」，わが国は「製品等が廃棄物等となることが抑制され，並びに製品等が循環資源となった場
合においてはこれについて適正に循環的な利用が促進され」る，つまり，「発生抑制，リサイク
ル，廃棄物処理」を優先順位として示している。ドイツの場合，第1目標としての「廃棄物の
発生防止策」は「廃棄物の発生は，とくに事業所内部における素材のリサイクル，廃棄物の少
ない製品の設計，並びに廃棄物および有害物質の少ない製品を優先する消費動向等により防止
する」，第2目標としての「素材リサイクル」については「廃棄物から回収された物質（再生原
料）で原料を代用するか，廃棄物の素材特性を元来または他の目的に活用すること」，「熱源利
用」については「廃棄物を代用燃料として利用すること」であると明記している。
　わが国は「発生抑制」を「製品等が廃棄物等となることが抑制され」ることである旨を定め
ている（第2条）。第11条（事業者の責務）第1項目おいて「基本原則にのっとり，その事業活
動を行うに際しては，原材料等がその事業活動において廃棄物等となることを抑制するために
必要な措置を講ずる」こと，第11条第2項において「製品，容器等の製造，販売等を行う事業
者は，基本原則にのっとり，その事業活動を行うに際しては，当該製品，容器等の耐久性の向
上及び修理の実施体制の充実その他の当該製品，容器等が廃棄物等となることを抑制する」，
第12条（国民の責務）第1項において「国民は，基本原則にのっとり，製品をなるべく長期間
使用すること，再生品を使用すること，循環資源が分別して回収されることに協力すること等
により，製品等が廃棄物等となることを抑制」する，第17条（原材料，製品等が廃棄物等なる
ことの抑制のための措置）第1項においては「国は，事業者がその事業活動に際して原料を効
率的に利用すること，繰り返して使用することが可能な容器等を使用すること等により原材料
等が廃棄物となることを抑制するよう，規制その他の必要な措置を講ずる」，第17条第2項に
おいて「国は，国民が製品をなるべく長期間使用すること，商品の購入に当たって容器等が過
剰に使用されていない商品を選択すること等により製品等が廃棄物等となることを抑制するよ
う，これに関する知識の普及その他の必要な措置を講ずる」旨を定めている。
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　わが国の特徴は「循環型社会」の実現・形成に際して，国，地方公共団体，事業者，国民の
それぞれに責務を分担させている点，しかもその責務が国，地方公共団体，事業者，国民の順
序で課していることである。第8条では「循環型社会の形成に関する施策を講ずるに当たって
は，自然界における物質の適正な循環の確保に関する施策その他の環境の保全に関する施策相
互の有機的な連携が図られるよう，必要な配慮がなされる」旨を定め，第9条，第17条～第29
条において主として「発生抑制」や「循環資源の循環的な利用」に関する「国の責務」，第10条
等において「地方公共団体の責務」を定めている。第11条において「事業者の責務」を定め，
同条の第1項～第3項において「発生抑制」と「循環資源の循環的な利用」について，同条の
第4項～第5項において主として「循環資源の循環的な利用」について定めている。なお，第
12条において「発生抑制」や「循環資源の循環的な利用」に関する「国民の責務」を定めてい
る。第23条（原材料等が廃棄物等となることの抑制等に係る経済的措置）第1項において「発
生抑制」と「循環資源について適正に循環的に利用」等を行う適正な措置として「必要かつ適
正な経済的な助成を行うために必要な措置」を定め，同条第2項において「発生抑制」や「循
環的な利用」を促進するため，「適正かつ公平な経済的な負担を課す」として事業者や国民に対
して「経済的手法」を導入する措置を打ち出している。
　それに，たしかに「循環基本法」は「拡大生産者責任」の視点を導入している。くり返しに
なるが，「事業者の責務」を定めた第11条第1項においては「事業者は，基本原則にのっとり，
その事業活動を行うに際しては，原材料等がその事業活動において廃棄物等となることを抑制
するために必要な：措置を講ずるとともに，原材料等がその事業活動等において循環資源となっ
た場合には，これについて自ら適正に循環的な利用を行い，若しくはこれについて適正に循環
的な利用が行われるために必要な措置を講じ，又は循環的な利用が行われない循環資源につい
て自らの責任において適正に処分する責務を有するj，第2項においては「製品，容器等の製
造，販売等を行う事業者は，基本原則にのっとり，その事業活動を行うに際しては，当該製
品，容器等の耐久性の向上及び修理の実施体制の充実その他の当該製品，容器等が廃棄物等と
なることを抑制するために必要な措置を講ずるとともに，当該製品，容器等の設計の工夫及び
材質又は成分の表示その他の当該製品，容器等が循環資源となったものについて適正に循環的
な利用が行われることを促進し，及びその適正な処分が困難とならないようにするために必要
な措置を講ずる責務を有する」，第3項においては「前項に定めるもののほか，製品，容器等で
あって，これが循環資源となった場合におけるその循環的な利用を適正かつ円滑に行らために
は国，地方公共団体，事業者及び国民がそれぞれ適切に役割を分担することが必要であるとと
もに，・……当該製品，容器等の製造，販売等を行う事業者は，基本原則にのっとり，当該分担
すべき役割として，自ら，当該製品，容器等が循環資源となったものを引き取り，若しくは引
き渡し，又はこれについて適正に循環的な利用を行う責務を有する」などを定めている。その
意味では「拡大生産者責任」を事業者に課しているといえる。ただ，問題は「国民は，基本原
則にのっとり，製品をなるべく長期間使用すること，再生品を使用すること，循環資源が分別
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一33一
ごみ問題の現状とごみ行政の政策課題一環境政策としての「循環型社会」形成（2）（田口）
して回収されることに協力すること等により，製品等が廃棄物等となることを抑制し，……」
（第12条第1項），「製品，容器等については，国民は，基本原則にのっとり，当該製品，容器
等が循環資源となったものを同項に規定する事業者に適切に引き渡すこと等により，当該事業
者が行う措置に協力する責務を有する」（第12条第2項）など，国民に対して製造・販売事業者
と同じく「拡大生産老責任」を課すなど，，「拡大生産者責任」がきわめて曖昧である。ドイツが
「循環経済・廃棄物法」において「拡大生産者責任」について定めた条文，たとえば，「循環経
済の原則」を定めた第4条，「循環経済にかかわる基本的な義務」とくに「廃棄物の発生老・所
有者の義務」を定めた第5条第2項，r事業者が負うべき責任」を「製品関連責任」として定め
た第22条，「禁止，制限および表示規定」を定めた第23条，「廃棄物の回収・返却義務」を定め
た第24条，「廃棄物の任意回収」を定めた第25条，「廃棄物回収後の義務」を定めた第26条など
に照らしても「循環基本法」の「拡大生産者責任」の視点は明らかに不十分かつ不明確であ
る。事業者の「拡大生産者責任」を曖昧にしており，責任回避策として使われている。
　このため，「循環基本法」の制定によって「循環型社会」形成が打ち出され，廃棄物の「発生
抑制」や「循環資源の循環的な利用」の促進が謳われ，措置を講じ，かつ「拡大生産者責任」
の視点を導入したにもかかわらず，廃棄物問題に対するわが国の対応は，これによって基本的
には転換していない。これを契機にごみ問題が解決や緩和の方向に推移してもいない。前述の
ように，「循環基本法」制定以降も，ごみ行政は発生後・排出後対応に終始し，「リサイクル行
政」や「リサイクル減量化」を軸に展開している。一般廃棄物に関していえば，「拡大生産者責
任」を打ち出しながら，環境省などは「リサイクル減量化」などが期待できるとして，全国の
市町村にごみ「有料化」を強制あるいは誘導している。「循環型社会」形成において政策的優先
順位の上位にランクされる製造事業者等の責任による廃棄物の「発生抑制」や「再使用」，「再
生使用」等の「リサイクル減量化」は曖昧にされ，そのじつ国民・排出者に責任を転嫁してき
た。くわえて，「焼却処理」や埋め立て処分に代表される「施設処理」を重視・強化し，「施設
処理」を縮小・後退させる兆しは見えない。ごみ焼却量や最終処分量も減る傾向にない。それ
以上に重要なことは，「循環基本法」を制定し，「循環型社会」形成を政策選択し，かつ「拡大
生産者責任」を導入した場合，本来ならば，選択や導入を契機に「大量：廃棄型社会」と決別・
転換すべきであるが，「循環基本法」制定以降も「大量廃棄型社会」にはまったく手をつけず，
野放し，「大量廃棄型社会」転換のシナリオを示していないのである。
　前述のように，わが国が環境政策・ごみ政策として「循環型社会」（「リサイクル型社会」）形
成について提起したのは「90年答申」であった。1993年制定の「環境基本法」，1994年策定の
「環境基本計画」は環境政策・ごみ政策として「循環型社会」形成を盛り込んでいる。その意
味でも「循環型社会」形成には10年以上の前史がある。にもかかわらず，わが国はごみ大量化
・多様化の基礎構造である「大量廃棄型社会」を据え置き，「夫量廃棄型社会」から供給される
多様かつ大量の一般廃棄物や産廃を施設で処理・処分するか，容器包装など再生資源などを回
収・保管し，「リサイクル減量化」によってごみ減らしを図る対症療法に終始してきた。大量生
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産・大量販売・大量廃棄を前提に「リサイクル減量化」に終始している点では，「リサイクル減
量化」を軸にした「リサイクル型社会」，「資源循環」を重視する「資源循環型社会」，いわゆる
rRecycling－Oriented　Society」である。ドイツが「循環経済・廃棄物法」で選択したrClose－
d－Loop　Soclety」としての「循環経済」や「循環型社会」とは明らかに異質である。その意味
でも「循環基本法」が期待した「循環型社会」の実態・実像は，既存の「大量：廃棄型社会」に
「循環型社会」を接ぎ円した程度の「資源循環型社会」「リサイクル型社会」である（注31）。
　（注）
14　答申の抄録は自治体研究所編『ごみ問題解決のゆくえ一資料と解説』（自治体研究社，1991年）によ
　る。
15筆者は前出のrごみ問題解決のゆくえ』で省庁の答申等について解説と評価を担当している。詳細
　については拙稿「解説ごみ問題解決のゆくえ」を参照されたい。
16　Lester　RBrown，　Eco－Economy；Building　an　Economy　for　the　Earth（2001）（福岡克也監訳『エコ
　・エコノミー』家の光協会，2002年）4～5頁。
！7　「循環基本法」など2000年以降に相次ぎ制定された廃棄物関連法につい七，「拡大生産者責任」の観
　点からこれを否定的にみる研究者は熊本一規明治学院大学教授を先頭に数多い。筆者も同様の認識を
　示してきた。東都生協など全国の生活協同組合等も「拡大生産者責任」の不十分さについて明確に指
　摘し，生協事業にかかわって「容器包装リサイクル法」の全面改正を求めている。
18　淡路剛久編『環境法辞典』（有斐閣，2002年）は「拡大生産者責任」について「製造業者や輸入業者
　といった「生産者」が，自ら生産する製品について，生産・使用段階だけでなく，使用後廃棄物となつ
　た後まで一定の責任を負う，とする考え方」として説明している（42頁）。なお，「拡大生産者責任」
　（「EPR」）はドイツが1994年に制定した「循環経済・廃棄物法」においてその思想・視点・施策を具
　体化したとして注目されている。その背景にはrEU」の環境政策に関する検討や，「経済協力開発機
　構」（「Organization　for　Economic　Cooperation　and　Development」）の1994年以降の検討がある。
19　厚生省水道環境部編『廃棄物処理法の解説』（第6版）（財団法人・日本環境衛生センター，1986年）
　22～23頁。
20　環境庁企画調整局編『環境基本法の解説』（ぎょうせい，1994年）160～161頁。
21　筆者も「廃棄物回避管理制度の理念と現実一日本とドイツの制度比較」（『都市問題』1997年7，月号，
　東京市政調査会）において，ドイツとわが国の廃棄物法制度について比較検討を行っている。
22　1980年代後半以降のドイツの廃棄物法制度の展開については拙稿「廃棄物回避管理制度の理念と現
　実一日本とドイツの制度比較」（東京市政調査会『都市問題』第88巻第7号，1997年），「循環経済・廃
　棄物法」の制定段階については拙稿「ごみ問題解決の政策的選択一日本とドイツを対比して」（田口・
　竹下共著『ドイツに学ぶごみリサイクルーデュアル・システムの意味するもの』自治体研究社，1994
　年），環境先進国の環境政策等については拙著rこれからのごみ行政一環境先進国への途』（ケイ・ア
　イ・メディア社，1999年）で論述している。
23　「循環経済・廃棄物法」の訳は日本貿易振興会海外経済情報センター発行「ドイツ『廃棄物リサイク
　ル促進法』の概要」（1995年3月）による。以下，同じ。
24　植田和弘ほか監修『循環型社会ハンドブック』（有斐閣，2001）5頁。
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ごみ問題の現状とごみ行政の政策課題一環境政策としての「循環型社会」形成（2）（田口）
25　：丸山真人「循環型社会と物質代謝」（岩波講座『循環経済・経済学』所収，岩波書店）29頁。
26　植田和弘「循環型社会の社会経済システムと公共政策」（『循環型社会一科学と政策』（有斐閣）180～
　182頁。
27　倉阪秀史「循環型社会」（寄本勝美ほか編『ごみの百科事典』丸善）481頁。
28　田中勝「循環型経済社会とリサイクル」（『都市問題研究』通巻621号，2002年）16～17頁。
29　ここでは答申を自治体研究所編rごみ商題解決のゆくえ一資料と解説』（自治体研究社，1991年）59
　頁によって紹介した。
30　筆者は「循環型社会」論の整理を拙著『ごみ問題の政策争点一「リサイクル社会」論から「経済的手
　法」論へ』（自治体研究社，1996年），rごみ問題百科∬一争点と展望』（新日本出版社，1998年），『これ
　からのごみ行政一環境先進国への途』（ケイ・アイ・メディア社，1999年），『現代ごみ紛争一実態と対
　処』（新日本出版社，2002年）などで展開してきた。
3！筆者は拙著『現代ごみ紛争一実態と対処』（新日本出版社，2002年）などで，省庁や産業界・経済界
　が「循環基本法」に期待したものは「大量廃棄型社会」に「循環型社会」を接ぎ木する奇策を講ずるこ
　とで，「大量廃棄型社会」との決別や「拡大生産者責任」を全面的に適用した場合に予想される打撃を
　最小限に抑えようとした，とする認識を展開している。
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